
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 長野寛

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 ３７７２

事務事業名 4351 農業委員会運営費

所　　属 500100 農業委員会事務局・農業委員会事務局

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060101 農林水産業費・農業費・農業委員会費
科目

事業 040000 農業委員会運営費

事業目的 事業概要・効果 

農業委員会活動の円滑な運営と体制の整備を図り、地 地域の農業振興と農業経営の安定を図るため、農業振

域農業の振興に努める。 興対策部会、農地対策部会、農業後継者対策部会、情

報研修委員会を設置し、現地視察や調査研究活動を実

施。また、関係機関との連携や行政への意見の提出等

を実施。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和

内

 7年度　実績 令和 

部

8年度　予定

農地パト

評

ロールにより遊休農地

価

の実態把握に努め、規

【

・３年間の任期満了に

二

伴う委員改選を行う。

次

模拡大の意向がある農

】

業者へのマッチングに

1

つなげた ・農地パトロ

頁

ールにより遊休農地の

令

実態把握に努める

。併

和

せて遊休農地解消のP

　

Rのためモデル事業を

８

実施し とともに今後の

年

農地利用に関する意向

度

調査を実施し、

た。ま

　

た、市長へ農業施策に

行

関する意見書を提出し

政

た 規模拡大の意向があ

評

る農業者へのマッチン

価

グにつなげ

。 る。

令和

事

 9年度　予定 令和1

業

0年度　予定

令和11

別

年度　予定 令和12年

シ

度　予定

ート

実計対象 評価対象



375

一般財源 7,641 6,962

正規職員 0.9 1.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.0 1.1

正規職員 6,482.7 7,923.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 2,352.0 2,587.2

計 8,834.7 10,510.5

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 17,430.7 18,834.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

姉妹都市交流事業土産代15、先進地視察研修土産代5
7節  報償費 20

消耗品費

内

62
10節 需用費 6

部

2

国の農地システム用

評

地番図データ作成業務

価

委託料55
12節 委

【

託費 55

14節 工事

二

請負費 0

須高地区協議

次

会負担金225、県農

】

委女性協議会負担金5

2

、１９市農業委員会
1

頁

8節 負担金補助及び

指

交付金 235
協議会通

 

常総会出席負担金5

会

標

計年度報酬4,282

 

、職員手当1,407

名

、共済費969、旅費

算

549、交際費22、

　

役
その他 8,224

務

　

費57、使用料及び賃

式

借料938

単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,596 8,324

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 955 987

財 源 地方債 0 0

その他 0



委

貢献しているか 大変有

託

効

・行政内部の管理上

費

の課題解決に貢献して

1

いるか

・事業の目的が

4

達成できるような事業

節

内容になっているか

関

 

係法の改正により事務

工

量の増となってきてい

事

る。

評   価

コメン

請

ト

・成果を落とさずに

負

コストを削減する方法

費

はあるか

効 率 性 ・

1

効率性向上に努めてい

8

るか 向上

・使用料など

節

の受益者負担や補助対

 

象事業の範囲など、財

負

源確保の余地はないか

担

19市中、最小の農業

金

委員会組織体制で最大

補

の効果を上げている。

助

評   価

コメント

振

及

り返り（決算年度の取

び

組み課題）

24期委員

交

の任期が最終年となっ

付

た１年であったが、行

金

政との懇談や研修視察

そ

などにより委員として

の

の識見を高めた。再任

他

の委員もいる中、次期

Ｃ

農業委員などへの申し

Ｈ

送り事項などのまとめ

Ｅ

を行った。

ＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

姉妹都市交流事業土産

令

代16
7節  報償費

和

16

消耗品費180
1

 

0節 需用費 180

国

8

の農地システム用地番

年

図データ作成業務委託

度

料55
12節 委託費

当

55

14節 工事請負

初

費 0

須高地区協議会負

予

担金225、県農委女

算

性協議会負担金8、１

　

９市会長・事務
18節

事

 負担金補助及び交付

業

金 243
局長会議出席

費

負担金10

会計年度報

の

酬4,308、職員手

内

当1,435、共済費

訳

1,016、旅費30

主

7、交際費25、
その

な

他 7,830
役務費1

節

50、使用料及び賃借

金

料589

ＣＨＥＣＫ

個

額

別評価

項目 評価観点 評

内

価内容

・市民の生命・

容

財産を守るため市が実

7

施することが必要不可

節

欠な事業であるか

・行

 

政内部の管理運営上必

 

要な事業であるか

必 

報

要 性 ・市が主体とな

償

り実施すべき事業か 必

費

要不可欠

・法的な根拠

1

や公的関与の妥当性は

0

あるか

・目的は結果（

節

施策の目指す理想）に

 

結びついているか

法に

需

沿った事務執行を行う

用

必要がある。

評   

費

価

コメント

・事業の成

1

果は上がっているか

・

2

目標に対する達成度は

節

十分か

有 効 性 ・市

 

民生活上の課題解決に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

農地利用最適化の役割を任期中模索してきた。委員自 関係法に沿った農地権利関係等審議数の増

内

加。推進委

ら活動の幅

部

を広げ、課題であった

評

農地の最適化を図っ 員

価

による農地パトロール

【

数の増加。農地利用最

二

適化活

た。 動の増加。

次

人口減、高齢化は須坂

】

市の農業にとっても

深

4

刻な問題となっている

頁

。

外部評価

次年度以降

Ａ

の方向性

外部評価コメ

Ｃ

ント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤淳

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3416

事務事業名 4155 中山間施設管理事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060102 農林水産業費・農業費・農業総務費
科目

事業 040000 中山間施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

中山間地域が活性化するための交流施設の管理を指定 中山間地域交流施設を適切に維持管理し、活性化に資

管理者に委託する。 することができた。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

豊丘活性化施設、塩野ふれあい広場、米子農村公園、 豊丘活性化施設、米子農村公園、中山間地施設整備事

中山間地施設整備事業委託

内

について、指定管理者

部

に委 業委託について、

評

指定管理者に委託し、

価

施設の運営を

託し、施

【

設の運営を図るととも

二

に運営の見直しもあわ

次

図る。

せて実施したこ

】

とで塩野ふれあい広場

1

については、20

25

頁

年度で終了とした。

令

令

和 9年度　予定 令和

和

10年度　予定

令和1

　

1年度　予定 令和12

８

年度　予定

年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 2,009 1,879

正規職員 0.1 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 720.3 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 720.3 1,440.6

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 2,729.3 3,319.6

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

修繕料512
10節 需用費 512

施設管理委託料85　指定管理者委託料1,339
12節 委託費 1,424

内

14節 工事請負費 0

部

18節 負担金補助及

評

び交付金 0

機器賃借料

価

73
その他 73

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,009 1,879

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

きた。

評   価

コメ

託

ント

・成果を落とさず

費

にコストを削減する方

1

法はあるか

効 率 性

4

・効率性向上に努めて

節

いるか やや向上

・使用

 

料などの受益者負担や

工

補助対象事業の範囲な

事

ど、財源確保の余地は

請

ないか

利用料も少なく

負

、地元のみの利用しか

費

なかった塩野のふれあ

1

い広場について、20

8

25年12月定例会に

節

て、須坂市

中山間地域

 

総合整備事業施設条例

負

の一部を改正、塩野ふ

担

れあい広場に係る規定

金

を削除した。今後、普

補

通財産と
評   価

し

助

、塩野町合意のもと無

及

償で貸付する方向で検

び

討している。
コメント

交

振り返り（決算年度の

付

取組み課題）

塩野のふ

金

れあい広場について、

そ

施設を管理・運営する

の

必要性は低いと判断し

他

2026年３月31日

Ｃ

をもって本施設を廃止

Ｈ

、普通

財産とし、財政

Ｅ

課で地元施設としての

Ｃ

利用継続を条件に指定

Ｋ

管理者であった塩野町

個

区への施設の譲渡及び

別

土地の無償貸与

をする

評

予定。地元からの要望

価

として譲渡の前に公園

項

にある老朽化した遊具

目

、フェンスを撤去する

評

必要がある。

価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品27　修繕料550

和

10節 需用費 577

 

施設管理委託料85　

8

指定管理者委託料1,

年

180
12節 委託費

度

1,265

14節 工

当

事請負費 0

18節 負

初

担金補助及び交付金 0

予

機器賃借料 37
その

算

他 37

ＣＨＥＣＫ

個別

　

評価

項目 評価観点 評価

事

内容

・市民の生命・財

業

産を守るため市が実施

費

することが必要不可欠

の

な事業であるか

・行政

内

内部の管理運営上必要

訳

な事業であるか

必 要

主

 性 ・市が主体となり

な

実施すべき事業か 普通

節

・法的な根拠や公的関

金

与の妥当性はあるか

・

額

目的は結果（施策の目

内

指す理想）に結びつい

容

ているか

中山間地域が

7

活性化するための交流

節

施設として、適切に維

 

持管理し、活性化に資

 

する必要がある。

評 

報

  価

コメント

・事業

償

の成果は上がっている

費

か

・目標に対する達成

1

度は十分か

有 効 性

0

・市民生活上の課題解

節

決に貢献しているか 普

 

通

・行政内部の管理上

需

の課題解決に貢献して

用

いるか

・事業の目的が

費

達成できるような事業

1

内容になっているか

指

2

定管理者へ委託するこ

節

とで、中山間施設の運

 

営管理が適切に実施で



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

総合計画に沿って公共施設等総合管理計画及び個別施 公共施設等総合管理計画及び個別施設計画

内

に基づく適

設計画に基

部

づく適正配置に向けた

評

廃止、統廃合を推進 正

価

配置に向けた廃止、統

【

廃合を推進する。

する

二

。

外部評価

次年度以降

次

の方向性

外部評価コメ

】

ント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤 淳

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4158 農業振興対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 010000 農業振興対策事業

事業目的 事業概要・効果 

各種農業振興事業を実施し、農業の維持発展を図る。 補助金等を交付し、地域住民の活動を支援している。

 農業関係機関と連携し、新たな担い手の確保等を推進

している。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

①そば収穫用機械製粉機の貸付、②水路の維持管理補 ①そば収穫用機械製粉機の貸付、②水路の維持管理補

助

内

金の交付、③用水確保

部

補助金の交付、④地域

評

計画の 助金の交付、③

価

用水確保補助金の交付

【

、④地域計画の

策定準

二

備、⑤須高農業振興会

次

議での活動、⑥多面的

】

機 策定準備、⑤須高農

1

業振興会議での活動、

頁

⑥多面的機

能支払交付

令

金、環境保全型農業直

和

接支払交付金の推進 能

　

支払交付金、環境保全

８

型農業直接支払交付金

年

の推進

、⑦長野地域連

度

携協議会への参画など

　

、⑦長野地域連携協議

行

会への参画など

令和 

政

9年度　予定 令和10

評

年度　予定

令和11年

価

度　予定 令和12年度

事

　予定

業別シート

実計対象 評価対象



　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 63,612 65,210

国庫支出金 150 0

特 定 都道府県支出金 37,863 38,301

財 源 地方債 0 0

その他 2,802 511

一般財源 22,797 26,398

正規職員 1.6 1.6
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 11,524.8 11,524.8

人

内

　員 会計年度（フル）

部

0.0 0.0

コスト 会

評

計年度（パート） 0.

価

0 0.0

計 11,52

【

4.8 11,524.

二

8

市民一人当たりの経

次

費 1.4 1.5

総額 7

】

5,136.8 76,

2

734.8

（単位：千

頁

円）

令和 7年度決算

指

　事業費の内訳

主な節

 

金額 内容

7節  報償

標

費 0

燃料費69
10節

 

 需用費 69

委託料3

名

00
12節 委託費 3

算

00

14節 工事請負

　

費 0

負担金525　補

　

助金12,658　交

式

付金46,244
18

単

節 負担金補助及び交

位

付金 59,428

報酬

年

2,355　職員手当

　

等861　共済費54

　

6　旅費50　償還金

度

3
その他 3,815

令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 支援制度を利用した耕作放棄地解消面積

算　　式 57.5ha（2019年現状値）＋年4.16ha【累計】 単位 ha

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 農業従事者の高齢化、担い手の不足、有害鳥獣による農作物被害等による耕作放棄地の拡大を防止する。

の 理 由

最終年度 2019年度の解消面積57.5haを基準とし、2021年度以降毎年約4.16haの解消を目指す。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　



委

機械導入補助金を交付

託

したことで、農業者の

費

人手不足の解決に寄与

1

した。

評   価

コメ

4

ント

・成果を落とさず

節

にコストを削減する方

 

法はあるか

効 率 性

工

・効率性向上に努めて

事

いるか 変わらない

・使

請

用料などの受益者負担

負

や補助対象事業の範囲

費

など、財源確保の余地

1

はないか

農地維持活動

8

を実施するため、国の

節

補助を活用した事業を

 

実施した。

評   価

負

コメント

振り返り（決

担

算年度の取組み課題）

金

スマート農業機械導入

補

補助金を交付している

助

が、普及が加速したり

及

、実用化が本格化して

び

いない。

交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

燃料

令

費85
10節 需用費

和

85

委託料300
12

 

節 委託費 300

14

8

節 工事請負費 0

負担

年

金520　補助金10

度

,516　交付金49

当

,773
18節 負担

初

金補助及び交付金 60

予

,809

報酬2,49

算

9　職員手当等883

　

　共済費607　旅費

事

27
その他 4,016

業

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

費

目 評価観点 評価内容

・

の

市民の生命・財産を守

内

るため市が実施するこ

訳

とが必要不可欠な事業

主

であるか

・行政内部の

な

管理運営上必要な事業

節

であるか

必 要 性 ・

金

市が主体となり実施す

額

べき事業か 高い

・法的

内

な根拠や公的関与の妥

容

当性はあるか

・目的は

7

結果（施策の目指す理

節

想）に結びついている

 

か

農業の基盤である農

 

地や農村の維持保全は

報

必要であり、今後も継

償

続して取り組む必要が

費

ある。

評   価

コメ

1

ント

・事業の成果は上

0

がっているか

・目標に

節

対する達成度は十分か

 

有 効 性 ・市民生活

需

上の課題解決に貢献し

用

ているか 有効

・行政内

費

部の管理上の課題解決

1

に貢献しているか

・事

2

業の目的が達成できる

節

ような事業内容になっ

 

ているか

スマート農業



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

果樹を主体として扇状地形を活用した須坂市の農業に 農業の基盤である農地や農村の維持保全は

内

必要である

活用可能な

部

スマート農業機械が少

評

なく省力化が進んで た

価

め、今後も継続して取

【

り組むとともに、効果

二

的な取

いない。最新情

次

報の収集と活用可能性

】

の研究を行う必 組を研

4

究していく。

要がある

頁

。

外部評価

次年度以降

Ａ

の方向性

外部評価コメ

Ｃ

ント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 菊地　正太郎

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3414

事務事業名 4160 鳥獣被害防止対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 020000 鳥獣被害防止対策事業

事業目的 事業概要・効果 

地域、集落の現状と出没鳥獣の全体を把握し、最も有 ・サル・イノシシ用の電気柵・防護柵購入、維持管理

効な手立て（電気柵、わな、檻、緩衝帯整備など）を ・緩衝帯整備に関する事業

検討し、鳥獣被害を最小限に留め、農業者の営農意欲 ・有害鳥獣駆除業務

の持続に勤める。  

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8

内

年度　予定

電気柵　0

部

.1km（延長）0.

評

45km（更新） 電気

価

柵　0.07km（延

【

長）0.5km（更新

二

）

緩衝帯整備　0.8

次

5ha 緩衝帯整備　2

】

.2ha

令和 9年度

1

　予定 令和10年度　

頁

予定

令和11年度　予

令

定 令和12年度　予定

和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0 0

その他 380 380

一般財源 16,685 21,887

正規職員 0.8 0.9
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.9 0.9

正規職員 5,762.4 6,482.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 2,116.8 2,116.8

計 7,879.2 8,599.5

市民一人当たりの経費 0.5 0.7

総額 28,022.2 36,613.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

有害鳥獣駆除報償金　8,000
7節  報償費 8,000

野ね

内

ずみ駆除実施薬剤　4

部

60 その他消耗品　

評

29
10節 需用費 4

価

89

緩衝帯整備委託　

【

1,648
12節 委

二

託費 1,648

電気柵

次

設置工事　242
14

】

節 工事請負費 242

2

須坂市有害鳥獣駆除対

頁

策協議会負担金　68

指

0
18節 負担金補助

 

及び交付金 730
猟友

標

会補助金　50

電気柵

 

材料費　2,611 

名

その他　2,528
そ

算

の他 9,034
報酬　

　

3,895

　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 20,143 28,014

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 3,078 5,747

財 源 地方債



委

がっているか

・目標に

託

対する達成度は十分か

費

有 効 性 ・市民生活

1

上の課題解決に貢献し

4

ているか 有効

・行政内

節

部の管理上の課題解決

 

に貢献しているか

・事

工

業の目的が達成できる

事

ような事業内容になっ

請

ているか

近年のクマ出

負

没や野生動物の増加に

費

対しても、電気柵の設

1

置や実施隊の捕獲実績

8

から住民への危険度軽

節

減に有

効である。
評 

 

  価

コメント

・成果

負

を落とさずにコストを

担

削減する方法はあるか

金

効 率 性 ・効率性向

補

上に努めているか 変わ

助

らない

・使用料などの

及

受益者負担や補助対象

び

事業の範囲など、財源

交

確保の余地はないか

電

付

気柵の老朽化や地域住

金

民の高齢化による管理

そ

負担の増大が課題とな

の

っているため、現状の

他

管理体制を維持す

る取

Ｃ

り組みを進める必要が

Ｈ

ある。
評   価

コメ

Ｅ

ント

振り返り（決算年

Ｃ

度の取組み課題）

ニホ

Ｋ

ンジカ等の大型獣の増

個

加により捕獲駆除に対

別

する報奨金が不足し補

評

正をする際に予算の上

価

限を決めることとした

項

。

また、電気柵の延長

目

や新設は少なく電気柵

評

の有効性に関して地域

価

への説明等が必要であ

観

る。

点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

有害鳥獣駆除報奨金　

令

7,820
7節  報

和

償費 7,820

野ねず

 

み駆除実施薬剤　46

8

0 その他消耗品　5

年

20
10節 需用費 1

度

,000
修繕料　20

当

緩衝帯整備委託　4,

初

400
12節 委託費

予

4,400

電気柵設置

算

工事　1,700　
1

　

4節 工事請負費 1,

事

700

須坂市有害鳥獣

業

駆除対策協議会負担金

費

1,000
18節 負

の

担金補助及び交付金 1

内

,050
猟友会補助金

訳

50

電気柵材料費　5

主

,000 その他　2

な

,804
その他 12,

節

044
報酬　4,23

金

9

ＣＨＥＣＫ

個別評価

額

項目 評価観点 評価内容

内

・市民の生命・財産を

容

守るため市が実施する

7

ことが必要不可欠な事

節

業であるか

・行政内部

 

の管理運営上必要な事

 

業であるか

必 要 性

報

・市が主体となり実施

償

すべき事業か 必要不可

費

欠

・法的な根拠や公的

1

関与の妥当性はあるか

0

・目的は結果（施策の

節

目指す理想）に結びつ

 

いているか

電気柵及び

需

鳥獣被害対策実施隊に

用

よる有害鳥獣の捕獲は

費

、有害鳥獣の侵入防止

1

及び農作物の被害軽減

2

に有効で

あり必要と考

節

える。
評   価

コメ

 

ント

・事業の成果は上



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

電気柵の維持管理の意義や有害鳥獣対策にとって効果 鳥獣被害を最小限に留めることは、農作物

内

の被害防止

的な施設で

部

あることを地域の皆様

評

にご理解いただける や

価

市民の安全のために大

【

変有効なことから、継

二

続して

ように電気柵研

次

修会を引き続き実施す

】

る。 取り組んで行く。

4

外部評価

次年度以降の

頁

方向性

外部評価コメン

Ａ

ト

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

　予定

規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤　淳

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4161 農業後継者対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 030000 農業後継者対策事業

事業目的 事業概要・効果 

　農業従事者の高齢化、後継者不足の状況の中、多様 　農業経営を開始した青年農業者への支援として、新

な担い手の確保・育成し、支援していく。 規就農者育成総合対策　経営開始資金を給付する。収

 入が不安定な経営開始後の所得を確保するものとして

、1人当たり年間150万円（夫婦型は225万円）を最長

３年間給付する。また、経営発展

内

支援事業により、経

営

部

開始資金を受給してい

評

る場合最大375万円

価

、受給し

ていない場合

【

最大750万円の機械

二

等の購入を補助。研

修

次

期間中の者には、県か

】

ら新規就農者育成総合

1

対策経

営準備資金が支

頁

給される。どちらの給

令

付金も国からの

補助金

和

が財源であるが、その

　

ほかに市独自の支援を

８

行

い、新規就農者を確

年

保する。

ＰＬＡＮ－Ｄ

度

Ｏ

年度実績及び予定

令

　

和 7年度　実績 令和

行

 8年度　予定

1　新

政

規就農研修給付金14

評

名に給付 1　新規就農

価

研修給付金の給付

2　

事

新規就農者育成総合対

業

策経営開始資金を13

別

組、経 2　新規就農者

シ

育成総合対策経営開始

ー

資金及び経営発

営発展

ト

支援事業５名補助した

実

。 展支援事業による補

計

助

3農業次世代人材投

対

資資金６名補助した。

象

3農業次世代人材投資

評

資金による補助

令和 

価

9年度　予定 令和10

対

年度　予定

令和11年

象

度　予定 令和12年度



業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 53,953 58,859

国庫支出金 400 0

特 定 都道府県支出金 50,079 53,250

財 源 地方債 0 0

その他 137 340

一般財源 3,337 5,269

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 3,601.5 3,601.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 3,601.5 3,601.5

市民一人当たりの経費 1.1 1.2

総額 5

内

7,554.5 62,

部

460.5

（単位：千

評

円）

令和 7年度決算

価

　事業費の内訳

主な節

【

金額 内容

7節  報償

二

費 0

光熱水費146
1

次

0節 需用費 146

1

】

2節 委託費 0

14節

2

 工事請負費 0

負担金

頁

800　補助金52,

指

899
18節 負担金

 

補助及び交付金 53,

標

699

役務費35　土

 

地借上料73
その他 1

名

08

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 1年目の新規就農研修給付金給付者数

算　　式 年間10人×5年間＋現状値（57人） 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 後継者不足の中、新規就農者を確保する必要があり、研修を開始する者の数（累計）を指標とした。

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事



委

者）が10名、新規就

託

農者支援事業補助金４

費

名と着々と農

業者の増

1

加に寄与している。
評

4

   価

コメント

・成

節

果を落とさずにコスト

 

を削減する方法はある

工

か

効 率 性 ・効率性

事

向上に努めているか 変

請

わらない

・使用料など

負

の受益者負担や補助対

費

象事業の範囲など、財

1

源確保の余地はないか

8

事業費の90％以上が

節

県支出金等で財源確保

 

している事業である。

負

評   価

コメント

振

担

り返り（決算年度の取

金

組み課題）

国の農業次

補

世代人材投資事業、新

助

規就農者育成総合対策

及

による補助金を交付し

び

たほか、国の事業と連

交

動させた市の新規就

農

付

者支援制度により、農

金

家の後継者を含めた新

そ

規就農者の確保定着等

の

に寄与しているが、離

他

農者が多いため引き続

Ｃ

き、担

い手確保に努め

Ｈ

る必要がある。

ＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費40　光熱水費3

和

12
10節 需用費 3

 

52

12節 委託費 0

8

14節 工事請負費 0

年

補助金58,390
1

度

8節 負担金補助及び

当

交付金 58,390

役

初

務費43　土地借上料

予

74
その他 117

ＣＨ

算

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

　

価観点 評価内容

・市民

事

の生命・財産を守るた

業

め市が実施することが

費

必要不可欠な事業であ

の

るか

・行政内部の管理

内

運営上必要な事業であ

訳

るか

必 要 性 ・市が

主

主体となり実施すべき

な

事業か 必要不可欠

・法

節

的な根拠や公的関与の

金

妥当性はあるか

・目的

額

は結果（施策の目指す

内

理想）に結びついてい

容

るか

農業者の担い手確

7

保は喫緊の課題であり

節

、須坂市の農業の将来

 

においても新規就農者

 

の確保に努めなければ

報

な

らない。
評   価

償

コメント

・事業の成果

費

は上がっているか

・目

1

標に対する達成度は十

0

分か

有 効 性 ・市民

節

生活上の課題解決に貢

 

献しているか 有効

・行

需

政内部の管理上の課題

用

解決に貢献しているか

費

・事業の目的が達成で

1

きるような事業内容に

2

なっているか

新規就農

節

研修給付金（新規就農

 

に向けて研修を受けた



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

担い手の確保は市の農業振興の最重要課題であり、農 担い手の確保は市の農業振興の最重要課題

内

であるため

家の後継者

部

を含めた新規就農者の

評

確保定着に努める必 、

価

今後も継続して取り組

【

む。

要がある。

外部評

二

価

次年度以降の方向性

次

外部評価コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤　淳

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4162 農業経営基盤強化対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 040000 農業経営基盤強化対策事業

事業目的 事業概要・効果 

地域の中心的な農業者である認定農業者を支援し、農 中心的担い手となる認定農業者の拡大を図るとともに

業活性化すること 農業サポートセンター（無料職業紹介所）を運営した

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

農地中間管理事業による貸借等を推進 農地中間管理事業による貸借等を推進

農業サポ

内

ートセンターの運営 農

部

業サポートセンターの

評

運営

樹園地拡大事業　

価

15名　 樹園地拡大事

【

業

令和 9年度　予定

二

令和10年度　予定

令

次

和11年度　予定 令和

】

12年度　予定

1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



,131

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 1,100 0

一般財源 8,958 10,131

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.6 0.3

正規職員 3,601.5 3,601.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,411.2 705.6

計 5,012.7 4,307.1

市民一人当たりの経費 0.3 0.3

総額 15,070.7 14,438.1

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節 

内

 報償費 0

10節 需

部

用費 0

12節 委託費

評

0

14節 工事請負費

価

0

負担金13　補助金

【

9,973
18節 負

二

担金補助及び交付金 9

次

,986

役務費72
そ

】

の他 72

2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 認定農業者数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 地域の担い手として重要な役割を果たす認定農業者の数を指標とした。

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 10,058 10



委

果を落とさずにコスト

託

を削減する方法はある

費

か

効 率 性 ・効率性

1

向上に努めているか や

4

や向上

・使用料などの

節

受益者負担や補助対象

 

事業の範囲など、財源

工

確保の余地はないか

公

事

的機関の長野県農業開

請

発公社が担っている農

負

地中間管理事業を推進

費

することにより、貸す

1

側（地権者）は賃

借料

8

の滞納の心配はなく、

節

借りる側も長期的に安

 

定した農地を借りるこ

負

とができる
評   価

担

コメント

振り返り（決

金

算年度の取組み課題）

補

農地中間管理事業を推

助

進し、さらなる農地の

及

集積・集約化を図る必

び

要がある。また、農業

交

サポーターを運営して

付

いるが、

人手不足に悩

金

む農業者が後を絶たな

そ

い。

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

負担金14　

8

補助金10,000
1

年

8節 負担金補助及び

度

交付金 10,014

旅

当

費19　役務費98
そ

初

の他 117

ＣＨＥＣＫ

予

個別評価

項目 評価観点

算

評価内容

・市民の生命

　

・財産を守るため市が

事

実施することが必要不

業

可欠な事業であるか

・

費

行政内部の管理運営上

の

必要な事業であるか

必

内

 要 性 ・市が主体と

訳

なり実施すべき事業か

主

高い

・法的な根拠や公

な

的関与の妥当性はある

節

か

・目的は結果（施策

金

の目指す理想）に結び

額

ついているか

作業効率

内

の向上や生産コスト削

容

減のため、担い手への

7

農用地の利用集積・集

節

約化を図る必要がある

 

。

評   価

コメント

 

・事業の成果は上がっ

報

ているか

・目標に対す

償

る達成度は十分か

有 

費

効 性 ・市民生活上の

1

課題解決に貢献してい

0

るか 有効

・行政内部の

節

管理上の課題解決に貢

 

献しているか

・事業の

需

目的が達成できるよう

用

な事業内容になってい

費

るか

認定農業者の拡大

1

を図ることで、意欲あ

2

る「農業経営者」を重

節

点的に支援できる。

評

 

   価

コメント

・成



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

農業の担い手として重要な役割を果たす認定農業者の 認定農業者の拡大と遊休農地の解消の取組

内

を継続して

拡大及び遊

部

休農地の解消と効率化

評

の観点から農地の集 進

価

めていく。

積・集約化

【

の促進を図る。農業サ

二

ポーターの確保に向

け

次

てSNSなどを積極的

】

に活用する必要がある

4

。

外部評価

次年度以降

頁

の方向性

外部評価コメ

Ａ

ント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤　淳

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4163 遊休農地解消対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 050000 遊休農地解消対策事業

事業目的 事業概要・効果 

農業者の高齢化等による減少や、鳥獣害等により増加 補助金を交付し、遊休農地の解消、拡大防止を図る。

している遊休農地の解消及び拡大防止を図る。 中山間地域において集落協定を結び、農地の維持を図

る。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

遊休農地解消面積　19,197㎡ 遊休農地解消面積　2

内

0,000㎡

中山間集

部

落協定面積　259,

評

001㎡ 中山間集落協

価

定面積　250,00

【

0㎡

令和 9年度　予

二

定 令和10年度　予定

次

令和11年度　予定 令

】

和12年度　予定

1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,851 9,302

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 3,980 3,971

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 4,871 5,331

正規職員 0.3 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.3

正規職員 2,160.9 3,601.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

内

コスト 会計年度（パー

部

ト） 0.0 705.6

評

計 2,160.9 4,

価

307.1

市民一人当

【

たりの経費 0.2 0.

二

3

総額 11,011.

次

9 13,609.1

（

】

単位：千円）

令和 7

2

年度決算　事業費の内

頁

訳

主な節 金額 内容

7節

指

  報償費 0

消耗品9

 

、燃料費2
10節 需

標

用費 11

12節 委託

 

費 0

14節 工事請負

名

費 0

負担金200　補

算

助金3,350　交付

　

金5,285
18節 

　

負担金補助及び交付金

式

8,835

役務費（郵

単

便料）5
その他 5

位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 支援制度を利用した耕作放棄地解消面積

算　　式 57.5ha（2019年現状値）＋年4.16ha【累計】 単位 ha

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 農業従事者の高齢化、担い手の不足、有害鳥獣による農作物被害等による耕作放棄地の拡大を防止する。

の 理 由

最終年度 2019年度の解消面積57.5haを基準とし、2021年度以降毎年約4.16haの解消を目指す。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　



委

解消対策事業により、

託

遊休農地の解消を図っ

費

ている。

評   価

コ

1

メント

・成果を落とさ

4

ずにコストを削減する

節

方法はあるか

効 率 

 

性 ・効率性向上に努め

工

ているか 変わらない

・

事

使用料などの受益者負

請

担や補助対象事業の範

負

囲など、財源確保の余

費

地はないか

県支出金の

1

財源を活用し、中山間

8

地域においての農業生

節

産活動に寄与している

 

。

評   価

コメント

負

振り返り（決算年度の

担

取組み課題）

遊休農地

金

解消対策事業として補

補

助金を交付しているが

助

、人件費や資材費が高

及

騰しているため、農地

び

の復元のコストは増加

交

している。

付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費9、燃料費2
10

和

節 需用費 11

12節

 

 委託費 0

14節 工

8

事請負費 0

負担金20

年

0　補助金3,800

度

　交付金5,286
1

当

8節 負担金補助及び

初

交付金 9,286

役務

予

費（郵便料）5
その他

算

5

ＣＨＥＣＫ

個別評価

　

項目 評価観点 評価内容

事

・市民の生命・財産を

業

守るため市が実施する

費

ことが必要不可欠な事

の

業であるか

・行政内部

内

の管理運営上必要な事

訳

業であるか

必 要 性

主

・市が主体となり実施

な

すべき事業か 高い

・法

節

的な根拠や公的関与の

金

妥当性はあるか

・目的

額

は結果（施策の目指す

内

理想）に結びついてい

容

るか

農業者の高齢化に

7

よる耕作者者の減少や

節

鳥獣害などにより拡大

 

している遊休農地の解

 

消及び拡大防止を図る

報

こ

とで農業の収益化、

償

農地の警官維持などが

費

図られる。
評   価

1

コメント

・事業の成果

0

は上がっているか

・目

節

標に対する達成度は十

 

分か

有 効 性 ・市民

需

生活上の課題解決に貢

用

献しているか 有効

・行

費

政内部の管理上の課題

1

解決に貢献しているか

2

・事業の目的が達成で

節

きるような事業内容に

 

なっているか

遊休農地



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

遊休農地を荒廃化させないように農業委員会と連携し 引き続き遊休農地の解消、拡大防止を図り

内

、農地の維

てパトロー

部

ルと集積・集約化の取

評

組を進める。 持を進め

価

る。

外部評価

次年度以

【

降の方向性

外部評価コ

二

メント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤　淳

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3416

事務事業名 4164 産地ブランド推進事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 060000 産地ブランド推進事業

事業目的 事業概要・効果 

主力である果実を中心に須坂市産農産物の付加価値を 全国でも有数の果物の産地としてJAなどと連携し、安

さらに高めるとともにプロモーション等の活動を継続 定的生産と更なるブランド力の向上と情報発信を図る

しブランド力の向上を図る。 。また、須坂市産農産物の購入促進や農産物を活用し

た食育を実施することで地産地消を推進する。

Ｐ

内

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

部

及び予定

令和 7年度

評

　実績 令和 8年度　

価

予定

新農業創生活動事

【

業補助　3団体　30

二

0千円 新農業創生活動

次

事業補助　3団体　3

】

00千円

振興品種振興

1

事業補助　1500千

頁

円 振興品種振興事業補

令

助　1500千円

農業

和

体験プログラム参加者

　

　100人

令和 9年

８

度　予定 令和10年度

年

　予定

令和11年度　

度

予定 令和12年度　予

　

定

行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



1年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 10,401 4,294

国庫支出金 3,499 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 6,902 4,294

正規職員 1.2 0.8
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.7 0.0

正規職員 8,643.6 5,762.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,646.4 0.0

計 10,

内

290.0 5,762

部

.4

市民一人当たりの

評

経費 0.4 0.2

総額

価

20,691.0 10

【

,056.4

（単位：

二

千円）

令和 7年度決

次

算　事業費の内訳

主な

】

節 金額 内容

7節  報

2

償費 0

消耗品44、印

頁

刷製本費54
10節 

指

需用費 98

12節 委

 

託費 0

14節 工事請

標

負費 0

果樹振興推進事

 

業負担金7,999
1

名

8節 負担金補助及び

算

交付金 9,939
園芸

　

産地育成振興対策事業

　

補助金1,500　ほ

式

か440

旅費317　

単

役務費47
その他 36

位

4

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 学校給食における地元農産物の使用割合

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 学校給食に地元の農産物が使用されることで地産地消の推進が図れる。

の 理 由

最終年度 2024年度7.6％→2030年10％を目指す。シーズン通じて果物は地元産を使用しているが野菜の使用割合が比較

目標の根拠 的低いため、3％増を目指す。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和1



委

・事業の成果は上がっ

託

ているか

・目標に対す

費

る達成度は十分か

有 

1

効 性 ・市民生活上の

4

課題解決に貢献してい

節

るか 有効

・行政内部の

 

管理上の課題解決に貢

工

献しているか

・事業の

事

目的が達成できるよう

請

な事業内容になってい

負

るか

ワッサーについて

費

は、PRを実施したこ

1

とで、都内を中心とし

8

た小売店で前年比

評 

節

  価

コメント

・成果

 

を落とさずにコストを

負

削減する方法はあるか

担

効 率 性 ・効率性向

金

上に努めているか 変わ

補

らない

・使用料などの

助

受益者負担や補助対象

及

事業の範囲など、財源

び

確保の余地はないか

プ

交

ロモーションに係わる

付

コスト削減は困難であ

金

るが新たにInsta

そ

gramを立ち上げ、

の

ＳＮＳを活用すること

他

でコ

ストかけず情報発

Ｃ

信の強化ができた。
評

Ｈ

   価

コメント

振り

Ｅ

返り（決算年度の取組

Ｃ

み課題）

ワッサーにつ

Ｋ

いては、全国的にも認

個

知が低いことから、関

別

係団体と連携し、更な

評

る推進を図る必要があ

価

る。

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼7
7節  報償費

令

7

消耗品費130
10

和

節 需用費 130

果樹

 

振興PR業務委託料2

8

,000
12節 委託

年

費 2,000

14節 

度

工事請負費 0

新農業創

当

生活動補助金300
1

初

8節 負担金補助及び

予

交付金 1,840
園芸

算

産地育成振興対策事業

　

補助金1,500　ほ

事

か40

旅費211、役

業

務費106
その他 31

費

7

ＣＨＥＣＫ

個別評価

の

項目 評価観点 評価内容

内

・市民の生命・財産を

訳

守るため市が実施する

主

ことが必要不可欠な事

な

業であるか

・行政内部

節

の管理運営上必要な事

金

業であるか

必 要 性

額

・市が主体となり実施

内

すべき事業か 高い

・法

容

的な根拠や公的関与の

7

妥当性はあるか

・目的

節

は結果（施策の目指す

 

理想）に結びついてい

 

るか

須坂市発祥のフル

報

ーツ「ワッサー」は、

償

果肉が硬いことから輸

費

送にも優れ、桃の他品

1

種に比べて、袋掛けの

0

必

要がなく栽培におい

節

ても省力化が期待でき

 

ることから、市の特産

需

品果物として定着させ

用

振興したい。そのため

費

評   価
には、市が

1

主体となって、生産者

2

、ＪＡなどの卸や小売

節

業と繋ぎ、連携を図る

 

必要がある。
コメント



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

ワッサーは設備投資が安価で、自然災害によるリスク 須坂市産農産物の付加価値を高める効果的

内

な取組を検

分散を図る

部

観点もあり市の振興農

評

産物と考える。一方 討

価

し、推進していく。

で

【

価格や認知度が低く生

二

産や販売量が伸び悩ん

次

でおり

、認知度及び付

】

加価値向上に向けた具

4

体的な取組とし

て振興

頁

を図る必要がある。

外

Ａ

部評価

次年度以降の方

Ｃ

向性

外部評価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤　淳

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3415

事務事業名 4165 畜産総合対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060104 農林水産業費・農業費・畜産振興費
科目

事業 010000 畜産総合対策事業

事業目的 事業概要・効果 

　畜産農家の衛生対策の向上等により、家畜伝染病の 　ワクチンの普及、自衛防疫体制の整備及び畜産農家

発生を防ぐ。 の衛生対策の向上等により、家畜伝染病発生の減少に

　そのさと有機センターのメンテナンスの充実を図り 寄与した。

、良質の堆肥を製造する。 　家畜診療所の運営、北信食肉センターの運営に負担

金を交付し、畜産振興・食の安全安心

内

に寄与した。

ＰＬＡＮ

部

－ＤＯ

年度実績及び予

評

定

令和 7年度　実績

価

令和 8年度　予定

須

【

高家畜防疫協議会と連

二

携し、家畜の予防注射

次

の実施 家畜の予防注射

】

など家畜防疫対策の実

1

施

そのさと有機センタ

頁

ーの設備の点検 そのさ

令

と有機センターの跡地

和

利用について検討

令和

　

 9年度　予定 令和1

８

0年度　予定

令和11

年

年度　予定 令和12年

度

度　予定

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 4,928 2,973

正規職員 0.5 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.2

正規職員 3,601.5 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 470.4 470.4

計 4,071.9 2,631.3

市民一人当たりの経費 0.2 0.1

総額 8,999.9 5,604.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品1,824　修繕料730
10節 需用費 2,554

機械設備保守点検委託料610
12

内

節 委託費 610

14

部

節 工事請負費 0

負担

評

金1,171
18節 

価

負担金補助及び交付金

【

1,171

土地借上料

二

403　備品購入費1

次

90
その他 593

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,928 2,973

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

法はあるか

効 率 性

託

・効率性向上に努めて

費

いるか 変わらない

・使

1

用料などの受益者負担

4

や補助対象事業の範囲

節

など、財源確保の余地

 

はないか

そのさと有機

工

センターの活用方法を

事

見直す。

評   価

コ

請

メント

振り返り（決算

負

年度の取組み課題）

畜

費

産農家の減少に伴い、

1

そのさと有機センター

8

の利用者が減少。施設

節

を廃止し、跡地利用に

 

ついて検討する必要が

負

ある。

担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品129　修繕料80

和

0
10節 需用費 92

 

9

委託料267
12節

8

 委託費 267

14節

年

 工事請負費 0

負担金

度

1,380
18節 負

当

担金補助及び交付金 1

初

,380

土地借上料3

予

97
その他 397

ＣＨ

算

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

　

価観点 評価内容

・市民

事

の生命・財産を守るた

業

め市が実施することが

費

必要不可欠な事業であ

の

るか

・行政内部の管理

内

運営上必要な事業であ

訳

るか

必 要 性 ・市が

主

主体となり実施すべき

な

事業か やや低い

・法的

節

な根拠や公的関与の妥

金

当性はあるか

・目的は

額

結果（施策の目指す理

内

想）に結びついている

容

か

畜産農家の減少に伴

7

い事業内容を見直す必

節

要がある。

評   価

 

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目

報

標に対する達成度は十

償

分か

有 効 性 ・市民

費

生活上の課題解決に貢

1

献しているか 普通

・行

0

政内部の管理上の課題

節

解決に貢献しているか

 

・事業の目的が達成で

需

きるような事業内容に

用

なっているか

家畜防疫

費

体制は整っており、家

1

畜伝染病などの発生は

2

ない。

評   価

コメ

節

ント

・成果を落とさず

 

にコストを削減する方



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小） 次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

そのさと有機センターの施設廃止に向けた取組を進め そのさと有機センターの施設廃止に向けた

内

取組を進め

るとともに

部

跡地利用に向けて検討

評

が必要である。 るとと

価

もに、跡地利用の検討

【

をしていく。

外部評価

二

次年度以降の方向性

外

次

部評価コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 冨澤一明

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3518

事務事業名 4195 水路改修事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060201 農林水産業費・農地費・土地改良事業費
科目

事業 010000 水路改修事業

事業目的 事業概要・効果 

水田から果樹への転換が進み、果樹の根腐れ防止のた 地域からの要望の多い老朽水路の更新等による農業生

め排水路の整備や豪雨に対応するため水路の改修を進 産基盤の向上による収入の安定及び水路の整備により

める。 浸水被害の防止をを図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

小山地区用水路改修工事 境

内

沢町水路改修工事

令和

部

 9年度　予定 令和1

評

0年度　予定

令和11

価

年度　予定 令和12年

【

度　予定

二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



他 3,500 0

一般財源 375 3,000

正規職員 0.3 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,160.9 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,160.9 1,440.6

市民一人当たりの経費 1.8 0.1

総額 95,535.9 4,440.6

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

測量委託業務費495
12節 委託費 495

改修・修繕工事費92

内

,880
14節 工事

部

請負費 92,880

1

評

8節 負担金補助及び

価

交付金 0

その他 0

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 93,375 3,000

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 89,500 0

その



委

はあるか

効 率 性 ・

託

効率性向上に努めてい

費

るか 変わらない

・使用

1

料などの受益者負担や

4

補助対象事業の範囲な

節

ど、財源確保の余地は

 

ないか

現地状況などに

工

合わせた設計により工

事

事費の圧縮を図ってい

請

る。

評   価

コメン

負

ト

振り返り（決算年度

費

の取組み課題）

水路改

1

修等による農業振興に

8

効果的であり、溢水防

節

止の面から災害に強い

 

まちづくりにも寄与し

負

ている。

担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

測量委託

和

業務費1,000
12

 

節 委託費 1,000

8

改修・修繕工事費2,

年

000
14節 工事請

度

負費 2,000

18節

当

 負担金補助及び交付

初

金 0

その他 0

ＣＨＥＣ

予

Ｋ

個別評価

項目 評価観

算

点 評価内容

・市民の生

　

命・財産を守るため市

事

が実施することが必要

業

不可欠な事業であるか

費

・行政内部の管理運営

の

上必要な事業であるか

内

必 要 性 ・市が主体

訳

となり実施すべき事業

主

か 高い

・法的な根拠や

な

公的関与の妥当性はあ

節

るか

・目的は結果（施

金

策の目指す理想）に結

額

びついているか

降雨時

内

の溢水防止や農業用水

容

路の漏水対策を行うこ

7

とにより農業生産基盤

節

の維持に寄与している

 

。

評   価

コメント

 

・事業の成果は上がっ

報

ているか

・目標に対す

償

る達成度は十分か

有 

費

効 性 ・市民生活上の

1

課題解決に貢献してい

0

るか 有効

・行政内部の

節

管理上の課題解決に貢

 

献しているか

・事業の

需

目的が達成できるよう

用

な事業内容になってい

費

るか

地元要望や漏水対

1

策などの課題解決に有

2

効。

評   価

コメン

節

ト

・成果を落とさずに

 

コストを削減する方法



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

地域からの要望を受け、老朽水路の更新等を実施し、 老朽化した水路を優先順位を考慮して更新

内

を進めてい

農業生産基

部

盤の向上による収入の

評

安定及び水路の整備 く

価

。

により浸水被害の防

【

止を図った。

外部評価

二

次年度以降の方向性

外

次

部評価コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 冨澤一明

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3518

事務事業名 4196 農道・水路補修事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060201 農林水産業費・農地費・土地改良事業費
科目

事業 020000 農道・水路補修事業

事業目的 事業概要・効果 

・水路補修・修繕により施設の利用効果の発揮を図る 農道・水路の補修・修繕を実施することで農業生産基

。 盤の向上を図り、須坂市の農業振興につなげる。

・農道台帳の作成により状況を的確に把握し適正な農  

道の管理及び改良に資する。 R7以降

（農林道）農道補修委託工事請負を追加

 農道改良事業が実施計画対象外

 

ＰＬＡＮ

内

－ＤＯ

年度実績及び予

部

定

令和 7年度　実績

評

令和 8年度　予定

土

価

地改良施設インフラ長

【

寿命化計画策定業務 農

二

道台帳整備

農道補修工

次

事

令和 9年度　予定

】

令和10年度　予定

令

1

和11年度　予定 令和

頁

12年度　予定

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



498 50

正規職員 0.2 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,440.6 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,440.6 2,160.9

市民一人当たりの経費 0.1 0.0

総額 4,938.6 2,210.9

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

測量設計業務委託費3,498
12節 委託費 3,498

 

14節 工事請負費 0

18節 負担金補

内

助及び交付金 0

その他

部

0

評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,498 50

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 3,



委

 価

コメント

・成果を

託

落とさずにコストを削

費

減する方法はあるか

効

1

 率 性 ・効率性向上

4

に努めているか 変わら

節

ない

・使用料などの受

 

益者負担や補助対象事

工

業の範囲など、財源確

事

保の余地はないか

特に

請

なし

評   価

コメン

負

ト

振り返り（決算年度

費

の取組み課題）

特にな

1

し

8節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

農道台帳

和

補正委託料50
12節

 

 委託費 50
 

14節

8

 工事請負費 0

18節

年

 負担金補助及び交付

度

金 0

その他 0

ＣＨＥＣ

当

Ｋ

個別評価

項目 評価観

初

点 評価内容

・市民の生

予

命・財産を守るため市

算

が実施することが必要

　

不可欠な事業であるか

事

・行政内部の管理運営

業

上必要な事業であるか

費

必 要 性 ・市が主体

の

となり実施すべき事業

内

か 普通

・法的な根拠や

訳

公的関与の妥当性はあ

主

るか

・目的は結果（施

な

策の目指す理想）に結

節

びついているか

・水路

金

補修・修繕により施設

額

の利用効果の発揮を図

内

った。

・農道台帳の作

容

成により状況を的確に

7

把握し適正な農道の管

節

理及び改良に資した。

 

評   価

コメント

・

 

事業の成果は上がって

報

いるか

・目標に対する

償

達成度は十分か

有 効

費

 性 ・市民生活上の課

1

題解決に貢献している

0

か 普通

・行政内部の管

節

理上の課題解決に貢献

 

しているか

・事業の目

需

的が達成できるような

用

事業内容になっている

費

か

農道・水路の補修・

1

修繕を実施することで

2

農業生産基盤の向上を

節

図り、須坂市の農業振

 

興につなげた。

評  



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

農道及び水路の補修、修繕を実施し、農業生産基盤の 農道台帳を整備して適切な維持管理に努める

内

。

向上により農業振興

部

に貢献するよう努めた

評

。

 

外部評価

次年度以

価

降の方向性

外部評価コ

【

メント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 杉原　成

全体計画 令和 7年度 ～ 令和10年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3415

事務事業名 11707 農業施設整備事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 060201 農林水産業費・農地費・土地改良事業費
科目

事業 050000 農業施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

　農業施設を適正に維持管理することで、農業振興に 須坂市や地元畑かん組合等が所有し、土地改良区や畑

資する。 かん組合等が管理する農業施設の経年劣化が激しく、

維持管理や修繕が必要である。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

綿内揚水機制御盤修繕負担金 八木沢沖揚水

内

施設　東沖井戸掘削工

部

事実施設計

八木沢沖揚

評

水施設　東沖井戸掘削

価

工事

八木沢沖揚水施設

【

　前田沖井戸掘削工事

二

実施設計

令和 9年度

次

　予定 令和10年度　

】

予定

令和11年度　予

1

定 令和12年度　予定

頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



その他 0 0

一般財源 589 10,855

正規職員 0.2 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,440.6 2,881.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,440.6 2,881.2

市民一人当たりの経費 0.0 1.2

総額 2,029.6 63,792.2

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

綿内揚水機制御盤修繕負担金

内

　589
18節 負担

部

金補助及び交付金 58

評

9

その他 0

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 589 60,911

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 38,656

財 源 地方債 0 11,400



委

な用水の安定供給を図

託

る。

評   価

コメン

費

ト

・成果を落とさずに

1

コストを削減する方法

4

はあるか

効 率 性 ・

節

効率性向上に努めてい

 

るか 変わらない

・使用

工

料などの受益者負担や

事

補助対象事業の範囲な

請

ど、財源確保の余地は

負

ないか

実施計画に基づ

費

く施設更新を進めるに

1

あたり交付金等の確保

8

をしていく。

評   

節

価

コメント

振り返り（

 

決算年度の取組み課題

負

）

綿内揚水機制御盤修

担

繕に関する負担金は国

金

、県、長野市、須坂市

補

、改良区の負担割合で

助

支払った。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

八木沢沖

和

揚水施設　前田沖井戸

 

掘削工事実施設計　2

8

,431
12節 委託

年

費 2,431

八木沢沖

度

揚水施設　東沖井戸掘

当

削工事　58,000

初

14節 工事請負費 5

予

8,000

土地改良事

算

業賦課金（八木沢沖）

　

　480
18節 負担

事

金補助及び交付金 48

業

0

その他 0

ＣＨＥＣＫ

費

個別評価

項目 評価観点

の

評価内容

・市民の生命

内

・財産を守るため市が

訳

実施することが必要不

主

可欠な事業であるか

・

な

行政内部の管理運営上

節

必要な事業であるか

必

金

 要 性 ・市が主体と

額

なり実施すべき事業か

内

必要不可欠

・法的な根

容

拠や公的関与の妥当性

7

はあるか

・目的は結果

節

（施策の目指す理想）

 

に結びついているか

老

 

朽化した揚水施設の維

報

持更新は農業に不可欠

償

である。

評   価

コ

費

メント

・事業の成果は

1

上がっているか

・目標

0

に対する達成度は十分

節

か

有 効 性 ・市民生

 

活上の課題解決に貢献

需

しているか 有効

・行政

用

内部の管理上の課題解

費

決に貢献しているか

・

1

事業の目的が達成でき

2

るような事業内容にな

節

っているか

揚水施設の

 

更新により農業に必要



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

経年劣化が進むと修繕費用が高額となるため、きめ細 きめ細かな点検を実施するなど、予防保全

内

に継続して

かな点検を

部

実施するなど予防保全

評

に努める必要がある 取

価

り組む。

。

外部評価

次

【

年度以降の方向性

外部

二

評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島　透

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3414

事務事業名 4151 市有林維持管理事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 020107 総務費・総務管理費・市有林管理費
科目

事業 010000 市有林維持管理事業

事業目的 事業概要・効果 

市有林の適切な維持管理 市有林を適切に維持管理することにより、森林の多面

的機能を発揮できる。

適切な市有林の維持管理として、更新伐、搬出間伐、

切捨間伐、作業道開設、更新伐後の再造林を実施する

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

市有林下刈、忌避剤散布 3.5 ha 市有林下刈（2回）、

内

忌避剤散布 3.5 

部

ha

  

令和 9年度

評

　予定 令和10年度　

価

予定

令和11年度　予

【

定 令和12年度　予定

二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



その他 0 118

一般財源 670 2,880

正規職員 0.3 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,160.9 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 2,396.1 1,675.8

市民一人当たりの経費 0.1 0.2

総額 4,228.1 11,227.8

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

市有林整備事業（下刈、忌避剤）1,661
12節 委託

内

費 1,661

14節 

部

工事請負費 0

長野森林

評

組合賦課金 44
18

価

節 負担金補助及び交

【

付金 44

森林保険料 

二

127
その他 127

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,832 9,552

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 1,162 6,554

財 源 地方債 0 0



委

とさずにコストを削減

託

する方法はあるか

効 

費

率 性 ・効率性向上に

1

努めているか やや悪化

4

・使用料などの受益者

節

負担や補助対象事業の

 

範囲など、財源確保の

工

余地はないか

森林の機

事

能維持のための間伐に

請

対しての補助金が見込

負

めない状況であり、間

費

伐に着手できない。

評

1

   価

コメント

振り

8

返り（決算年度の取組

節

み課題）

令和５年度に

 

植栽した箇所の下刈り

負

、忌避剤散布を実施し

担

た。別の箇所で間伐を

金

実施する予定でしたが

補

、補助金が見込め

ない

助

ため令和８年度に先送

及

りとした。

び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

市有林除

和

間伐事業（下刈、忌避

 

剤、間伐）9,364

8

12節 委託費 9,3

年

64

14節 工事請負

度

費 0

長野森林組合賦課

当

金 44
18節 負担

初

金補助及び交付金 44

予

森林保険料 144
そ

算

の他 144

ＣＨＥＣＫ

　

個別評価

項目 評価観点

事

評価内容

・市民の生命

業

・財産を守るため市が

費

実施することが必要不

の

可欠な事業であるか

・

内

行政内部の管理運営上

訳

必要な事業であるか

必

主

 要 性 ・市が主体と

な

なり実施すべき事業か

節

必要不可欠

・法的な根

金

拠や公的関与の妥当性

額

はあるか

・目的は結果

内

（施策の目指す理想）

容

に結びついているか

市

7

有林であるため市が主

節

体となって取り組んで

 

いく必要がある事業で

 

ある。

評   価

コメ

報

ント

・事業の成果は上

償

がっているか

・目標に

費

対する達成度は十分か

1

有 効 性 ・市民生活

0

上の課題解決に貢献し

節

ているか 有効

・行政内

 

部の管理上の課題解決

需

に貢献しているか

・事

用

業の目的が達成できる

費

ような事業内容になっ

1

ているか

森林の機能維

2

持や森林整備実施の手

節

本としたい。

評   

 

価

コメント

・成果を落



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

財政状況を踏まえ、補助金を活用した事業を実施する 財政状況を踏まえ、補助金を活用した事業

内

を実施する

。 。

外部評

部

価

次年度以降の方向性

評

外部評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島　透

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3414

事務事業名 4169 林業振興対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 010000 林業振興対策事業

事業目的 事業概要・効果 

森林のもつ多面的機能を強化するため、森林の整備・ 林業振興に対し、森林のもつ多面的機能の維持と保全

作業道等の開設を行い、間伐材の搬出を促進する。 と共生が図られる。

また、森林づくり推進支援金を活用して、県産間伐材

製品の設置により、県産材の利用推進と森林整備の必

要性の啓発を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年

内

度　実績 令和 8年度

部

　予定

意向調査後の林

評

分調査等事業委託 意向

価

調査後の林分調査等事

【

業委託

森林体験活動事

二

業補助金 森林体験活動

次

事業補助金

林地台帳及

】

び森林情報管理システ

1

ム保守業務 林地台帳及

頁

び森林情報管理システ

令

ム保守業務

令和 9年

和

度　予定 令和10年度

　

　予定

令和11年度　

８

予定 令和12年度　予

年

定

度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



10

一般財源 10,830 5,852

正規職員 0.4 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.6 0.6

正規職員 2,881.2 3,601.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,411.2 1,411.2

計 4,292.4 5,012.7

市民一人当たりの経費 0.3 0.2

総額 15,140.4 11,095.7

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品12、燃料費63、修繕料34
10節 需用費 109

坂田山共

内

生の森施設管理委託1

部

30、草刈等委託16

評

5、林地台帳森林情報

価

管理
12節 委託費 2

【

,757
システム保守

二

委託330、意向調査

次

事前準備委託2132

】

14節 工事請負費 0

2

県治山林道協会負担金

頁

1、県治山林道協会賦

指

課金7、その他133

 

18節 負担金補助及

標

び交付金 141

報酬1

 

,440、共済費23

名

5、旅費9、役務費1

算

02、賃借料0、積立

　

金6049、公課
その

　

他 7,841
費9

式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 10,848 6,083

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 221

財 源 地方債 0 0

その他 18



委

性 ・市民生活上の課題

託

解決に貢献しているか

費

有効

・行政内部の管理

1

上の課題解決に貢献し

4

ているか

・事業の目的

節

が達成できるような事

 

業内容になっているか

工

森林の機能維持と保全

事

及び共生が図られてい

請

る。

評   価

コメン

負

ト

・成果を落とさずに

費

コストを削減する方法

1

はあるか

効 率 性 ・

8

効率性向上に努めてい

節

るか 変わらない

・使用

 

料などの受益者負担や

負

補助対象事業の範囲な

担

ど、財源確保の余地は

金

ないか

森林の機能維持

補

を目的として引き続き

助

補助金の活用をしなが

及

ら森林整備を行う。

評

び

   価

コメント

振り

交

返り（決算年度の取組

付

み課題）

森林整備及び

金

維持に関する事業を実

そ

施し、離れ山や坂田山

の

等里山地域住民の参画

他

により里山の整備・利

Ｃ

活用が進められた

。森

Ｈ

林環境譲与税の活用促

Ｅ

進が課題。

ＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品120、燃料費75

和

、修繕費60
10節 

 

需用費 255

坂田山共

8

生の森施設管理委託1

年

30、草刈等委託77

度

0、林地台帳システム

当

保守
12節 委託費 3

初

,571
業務330、

予

意向調査事前準備委託

算

2,046、森林病害

　

虫等防除事業委託29

事

5

14節 工事請負費

業

0

県治山林道協会賦課

費

金90、その他418

の

18節 負担金補助及

内

び交付金 508
 

報酬

訳

1,440、共済費2

主

30、旅費9、役務費

な

58、賃借料1、積立

節

金11、
その他 1,7

金

49
公課費0、

ＣＨＥ

額

ＣＫ

個別評価

項目 評価

内

観点 評価内容

・市民の

容

生命・財産を守るため

7

市が実施することが必

節

要不可欠な事業である

 

か

・行政内部の管理運

 

営上必要な事業である

報

か

必 要 性 ・市が主

償

体となり実施すべき事

費

業か 必要不可欠

・法的

1

な根拠や公的関与の妥

0

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

 

想）に結びついている

需

か

森林の機能維持を目

用

的として森林整備の必

費

要性の啓発を行う。

評

1

   価

コメント

・事

2

業の成果は上がってい

節

るか

・目標に対する達

 

成度は十分か

有 効 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

所有者への説明及び意向調査を進める必要がある。 引き続き森林整備及び維持に取り組んで行く

内

。

外部評価

次年度以降

部

の方向性

外部評価コメ

評

ント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 杉原　成

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3415

事務事業名 4170 松くい虫防除対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 020000 松くい虫防除対策事業

事業目的 事業概要・効果 

松林に甚大な被害を与えるマツノザイセンチュウの媒 赤松は臥竜山などの積悪な土壌にも育成し、土砂の流

介であるマツノマダラカミキリの発生防止のため、薬 出防止、崩壊防止等山林の保全に重要な役割を果たし

剤散布及び被害木の駆除を行う。 ている。被害防止の充実を図ることにより、森林の公

益的機能を維持、保全する。

ＰＬＡＮ－

内

ＤＯ

年度実績及び予定

部

令和 7年度　実績 令

評

和 8年度　予定

松く

価

い虫被害木伐倒駆除事

【

業　395.42㎥　

二

265本 松くい虫被害

次

木伐倒駆除事業

地上薬

】

剤散布事業　　17.

1

87ha（２回） 地上

頁

薬剤散布事業　　17

令

.87ha（２回）

令

和

和 9年度　予定 令和

　

10年度　予定

令和1

８

1年度　予定 令和12

年

年度　予定

度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



債 0 0

その他 0 0

一般財源 10,777 9,600

正規職員 0.3 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.2

正規職員 2,160.9 2,881.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 470.4 470.4

計 2,631.3 3,351.6

市民一人当たりの経費 0.4 0.5

総額 21,815.3 24,941.6

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

松くい虫薬剤地上散布  2,871
12節 

内

委託費 19,184
被

部

害木伐倒駆除    

評

   16,313

1

価

4節 工事請負費 0

松

【

くい虫防除事業補助金

二

（文化財等）0
18節

次

 負担金補助及び交付

】

金 0

その他 0

2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 19,184 21,590

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 8,407 11,990

財 源 地方



委

ことで、安全を確保で

託

きていると考えられる

費

。

評   価

コメント

1

・成果を落とさずにコ

4

ストを削減する方法は

節

あるか

効 率 性 ・効

 

率性向上に努めている

工

か 変わらない

・使用料

事

などの受益者負担や補

請

助対象事業の範囲など

負

、財源確保の余地はな

費

いか

現状、国県の補助

1

を受けて実施しており

8

、これ以上の確保が難

節

しいため。

評   価

 

コメント

振り返り（決

負

算年度の取組み課題）

担

毎年度、伐倒駆除等を

金

実施しているが、被害

補

を完全に撲滅すること

助

は困難な状況であり、

及

どの範囲まで伐倒駆除

び

を行うの

か検討してい

交

く必要がある。

付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

松くい虫

和

薬剤地上散布  3,

 

365
12節 委託費

8

21,570
被害木伐

年

倒駆除       

度

18,205

14節 

当

工事請負費 0

松くい虫

初

防除事業補助金（文化

予

財等）20
18節 負

算

担金補助及び交付金 2

　

0

その他 0

ＣＨＥＣＫ

事

個別評価

項目 評価観点

業

評価内容

・市民の生命

費

・財産を守るため市が

の

実施することが必要不

内

可欠な事業であるか

・

訳

行政内部の管理運営上

主

必要な事業であるか

必

な

 要 性 ・市が主体と

節

なり実施すべき事業か

金

必要不可欠

・法的な根

額

拠や公的関与の妥当性

内

はあるか

・目的は結果

容

（施策の目指す理想）

7

に結びついているか

国

節

や県の補助事業を活用

 

しながら、予防と被害

 

木の駆除により被害拡

報

大防止が必要である。

償

評   価

コメント

・

費

事業の成果は上がって

1

いるか

・目標に対する

0

達成度は十分か

有 効

節

 性 ・市民生活上の課

 

題解決に貢献している

需

か 有効

・行政内部の管

用

理上の課題解決に貢献

費

しているか

・事業の目

1

的が達成できるような

2

事業内容になっている

節

か

人が集まる場所にあ

 

る危険木の伐採を行う



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

国や県の動向も把握しながらできる限りの対応が必要 被害防止のため、できる限り対応していく

内

。

である。

外部評価

次

部

年度以降の方向性

外部

評

評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島　透

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3414

事務事業名 4171 市単治山事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 030000 市単治山事業

事業目的 事業概要・効果 

災害等による保安林以外の森林の被害を最少限にくい 保安林以外の民有林等の自然災害に対する予防治山と

止める 被災箇所の復旧治山を早期に保全することにより、森

林の公益的機能を発揮できる。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

なし なし

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予

内

定

部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



規職員 0.2 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,440.6 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 1,675.8 955.5

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,675.8 1,455.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 500

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 0 500

正



委

ているか 変わらない

・

託

使用料などの受益者負

費

担や補助対象事業の範

1

囲など、財源確保の余

4

地はないか

小規模工事

節

１本分の予算であり、

 

対応できる箇所は限ら

工

れる。

評   価

コメ

事

ント

振り返り（決算年

請

度の取組み課題）

今年

負

度は実績は無いが、山

費

林での危険個所等の報

1

告や発見により対応を

8

していきたい。

節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

落石防護柵設

 

置等 500
14節 

8

工事請負費 500

18

年

節 負担金補助及び交

度

付金 0

その他 0

ＣＨＥ

当

ＣＫ

個別評価

項目 評価

初

観点 評価内容

・市民の

予

生命・財産を守るため

算

市が実施することが必

　

要不可欠な事業である

事

か

・行政内部の管理運

業

営上必要な事業である

費

か

必 要 性 ・市が主

の

体となり実施すべき事

内

業か 高い

・法的な根拠

訳

や公的関与の妥当性は

主

あるか

・目的は結果（

な

施策の目指す理想）に

節

結びついているか

保安

金

林以外の民有林等の自

額

然災害に対する予防治

内

山と災害箇所の復旧治

容

山を早期に保全する。

7

評   価

コメント

・

節

事業の成果は上がって

 

いるか

・目標に対する

 

達成度は十分か

有 効

報

 性 ・市民生活上の課

償

題解決に貢献している

費

か 有効

・行政内部の管

1

理上の課題解決に貢献

0

しているか

・事業の目

節

的が達成できるような

 

事業内容になっている

需

か

災害の軽減として落

用

石防護柵設置等の対策

費

をする。

評   価

コ

1

メント

・成果を落とさ

2

ずにコストを削減する

節

方法はあるか

効 率 

 

性 ・効率性向上に努め



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

治山事業については予防治山としての防災減災措置の 予防治山としての防災減災措置の実施を可

内

能な限り実

実施を基本

部

としつつ災害発生した

評

際には必要な対策を 施

価

していく。

講じる。

外

【

部評価

次年度以降の方

二

向性

外部評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島　透

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3414

事務事業名 4172 間伐対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 040000 間伐対策事業

事業目的 事業概要・効果 

森林の持つ多面的な機能を持続的に発揮させるため、 除間伐を適正に行い、健全な森林を造成する。森林所

除間伐を適正に行い、健全な森林を育成する。 有者を支援することにより、水源の涵養、山地災害の

 防止が図れる。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

間伐対策事業補助金　49ha 間伐対策事業補助金　56.

内

6㏊

令和 9年度　予

部

定 令和10年度　予定

評

令和11年度　予定 令

価

和12年度　予定

【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,180 2,402

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 2,180 2,402

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,440.6 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 1,675.8 1,675.8

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総

内

額 3,855.8 4,

部

077.8

（単位：千

評

円）

令和 7年度決算

価

　事業費の内訳

主な節

【

金額 内容

7節  報償

二

費 0

消耗品費　0
10

次

節 需用費 0

12節 

】

委託費 0

14節 工事

2

請負費 0

間伐対策事業

頁

補助金 2,180
1

指

8節 負担金補助及び

 

交付金 2,180

その

標

他 0

 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 間伐整備の実施面積

算　　式 累計実施面積 単位 ha

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 計画的に間伐を実施し、森林の持つ公益的機能を維持する。

の 理 由

最終年度 累計1421.91ha（2025年度末）の間伐面積だが、年間平均40haとし、最終目標1600haとした。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選



委

ストを削減する方法は

託

あるか

効 率 性 ・効

費

率性向上に努めている

1

か 変わらない

・使用料

4

などの受益者負担や補

節

助対象事業の範囲など

 

、財源確保の余地はな

工

いか

須坂市独自の事業

事

であり、森林経営計画

請

に基づく間伐の実施を

負

することで健全な森林

費

の維持ができている。

1

評   価

コメント

振

8

り返り（決算年度の取

節

組み課題）

今年度は第

 

六次総合計画前期基本

負

計画の最終年度で間伐

担

累計目標値を上回る事

金

ができた。引き続き間

補

伐施業者に対し嵩上

げ

助

補助を継続し、間伐事

及

業の推進を図りたい。

び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費　5
10節 需用

和

費 5

12節 委託費 0

 

14節 工事請負費 0

8

間伐対策事業補助金 

年

2,397
18節 負

度

担金補助及び交付金 2

当

,397

その他 0

ＣＨ

初

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

予

価観点 評価内容

・市民

算

の生命・財産を守るた

　

め市が実施することが

事

必要不可欠な事業であ

業

るか

・行政内部の管理

費

運営上必要な事業であ

の

るか

必 要 性 ・市が

内

主体となり実施すべき

訳

事業か 高い

・法的な根

主

拠や公的関与の妥当性

な

はあるか

・目的は結果

節

（施策の目指す理想）

金

に結びついているか

間

額

伐を適切に実施するた

内

め事業に対する補助を

容

継続的に実施し、健全

7

な森林の育成を支援す

節

る必要がある。

評  

 

 価

コメント

・事業の

 

成果は上がっているか

報

・目標に対する達成度

償

は十分か

有 効 性 ・

費

市民生活上の課題解決

1

に貢献しているか 普通

0

・行政内部の管理上の

節

課題解決に貢献してい

 

るか

・事業の目的が達

需

成できるような事業内

用

容になっているか

間伐

費

の施業者に対し、国・

1

県補助金に嵩上げ補助

2

をして間伐を推進した

節

。

評   価

コメント

 

・成果を落とさずにコ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

財政状況を踏まえ可能な範囲で事業を実施する必要が 財政状況を踏まえ可能な範囲で事業を実施

内

していく。

ある。

外部

部

評価

次年度以降の方向

評

性

外部評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山﨑

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3519

事務事業名 4200 林道管理事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 050000 林道管理事業

事業目的 事業概要・効果 

林道を維持修繕することにより、森林整備に資する。 須坂市森林整備計画に沿った基幹路網の維持修繕を行

い効率的な森林施行を促す。

アクセス道路として機能している林道の維持管理を継

続的に行う。

 

R7以降

測量設計委託料・工事請負費を林道施設整備事業へ移

動

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

大谷不動

内

、米子不動線、栃平線

部

、戸谷沢線外 大谷不動

評

、米子不動線、栃平線

価

、戸谷沢線外

支障木・

【

草刈業務委託 支障木・

二

草刈業務委託

令和 9

次

年度　予定 令和10年

】

度　予定

令和11年度

1

　予定 令和12年度　

頁

予定

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 1,177 1,195

正規職員 0.3 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.1

正規職員 2,160.9 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 235.2

計 2,160.9 955.5

市民一人当たりの経費 0.1 0.0

総額 3,337.9 2,150.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品10、燃料費99
10節 需用費 109

草刈払外1,065
12節 委託費 1,065

14節 工事請

内

負費 0

18節 負担金

部

補助及び交付金 0

土地

評

借上料3
その他 3

 

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,177 1,195

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

負担や補助対象事業の

託

範囲など、財源確保の

費

余地はないか

特になし

1

評   価

コメント

振

4

り返り（決算年度の取

節

組み課題）

特になし

 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品12、燃料費80
1

和

0節 需用費 92

草刈

 

払1,100
12節 

8

委託費 1,100

14

年

節 工事請負費 0

18

度

節 負担金補助及び交

当

付金 0

土地借上料3
そ

初

の他 3

ＣＨＥＣＫ

個別

予

評価

項目 評価観点 評価

算

内容

・市民の生命・財

　

産を守るため市が実施

事

することが必要不可欠

業

な事業であるか

・行政

費

内部の管理運営上必要

の

な事業であるか

必 要

内

 性 ・市が主体となり

訳

実施すべき事業か 普通

主

・法的な根拠や公的関

な

与の妥当性はあるか

・

節

目的は結果（施策の目

金

指す理想）に結びつい

額

ているか

基幹路網の維

内

持修繕を行い効率的な

容

森林施行を促している

7

評   価

コメント

・

節

事業の成果は上がって

 

いるか

・目標に対する

 

達成度は十分か

有 効

報

 性 ・市民生活上の課

償

題解決に貢献している

費

か 普通

・行政内部の管

1

理上の課題解決に貢献

0

しているか

・事業の目

節

的が達成できるような

 

事業内容になっている

需

か

特になし

評   価

用

コメント

・成果を落と

費

さずにコストを削減す

1

る方法はあるか

効 率

2

 性 ・効率性向上に努

節

めているか 変わらない

 

・使用料などの受益者



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 統合・終了 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

須坂市森林整備計画に沿って効率的に森林整備を実施 草刈り等による適切な維持管理に努める。

できた。

外

内

部評価

次年度以降の方

部

向性

外部評価コメント

評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小林

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3517

事務事業名 18253 林道施設整備事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 060000 林道施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

林道を整備することにより、森林整備に資する。 須坂市森林整備計画に沿った基幹路網の整備を行い効

率的な森林施行を促す。

アクセス道路として機能している林道の整備を継続的

に行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

ウラノサワ橋補修工事 林道維持管理工事

　米子不動線外

令和 9年度　予定

内

令和10年度　予定

令

部

和11年度　予定 令和

評

12年度　予定

価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



の他 2,500 0

一般財源 5,736 6,500

正規職員 0.0 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.1

正規職員 0.0 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 235.2

計 0.0 955.5

市民一人当たりの経費 0.2 0.1

総額 11,145.0 7,455.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

測量設計委託料外990
12節 委託費 990

林道維持管理工事6,998、林道

内

改良工事3,157
1

部

4節 工事請負費 10

評

,155

18節 負担

価

金補助及び交付金 0

そ

【

の他 0

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 11,145 6,500

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 1,609 0

財 源 地方債 1,300 0

そ



委

者負担や補助対象事業

託

の範囲など、財源確保

費

の余地はないか

特にな

1

し

評   価

コメント

4

振り返り（決算年度の

節

取組み課題）

特になし

 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

橋梁点検

和

業務委託1,500
1

 

2節 委託費 1,50

8

0

林道維持管理28路

年

線5,000
14節 

度

工事請負費 5,000

当

18節 負担金補助及

初

び交付金 0

その他 0

Ｃ

予

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

算

評価観点 評価内容

・市

　

民の生命・財産を守る

事

ため市が実施すること

業

が必要不可欠な事業で

費

あるか

・行政内部の管

の

理運営上必要な事業で

内

あるか

必 要 性 ・市

訳

が主体となり実施すべ

主

き事業か 高い

・法的な

な

根拠や公的関与の妥当

節

性はあるか

・目的は結

金

果（施策の目指す理想

額

）に結びついているか

内

法定の橋梁点検実施が

容

必要であり必要性は高

7

い

評   価

コメント

節

・事業の成果は上がっ

 

ているか

・目標に対す

 

る達成度は十分か

有 

報

効 性 ・市民生活上の

償

課題解決に貢献してい

費

るか 普通

・行政内部の

1

管理上の課題解決に貢

0

献しているか

・事業の

節

目的が達成できるよう

 

な事業内容になってい

需

るか

特になし

評   

用

価

コメント

・成果を落

費

とさずにコストを削減

1

する方法はあるか

効 

2

率 性 ・効率性向上に

節

努めているか 変わらな

 

い

・使用料などの受益



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

須坂市森林整備計画に沿って効率的に森林施設等の整 林道の適切な維持管理に努める。

備を実施

内

できた。

外部評価

次年

部

度以降の方向性

外部評

評

価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

予定 令和12年度　予

規

定

完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 北村　貴志

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 4180 工業振興事業

所　　属 150500 産業振興部・産業政策課

施　　策 06013000 強みを活かした持続的発展可能な産業の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 070102 商工費・商工費・商工業振興費
科目

事業 010000 工業振興事業

事業目的 事業概要・効果 

○工業団地等内の企業及びその従業員の働きやすい環 ○工業団地等の緑地及び公園の除草、病害虫防除、支

境と良好な景観の維持を目的とする。 障木伐採、清掃業務などを年間を通し計画的に実施を

○市内中小企業の優れた工業製品の展示会等出展に対 した。その結果、働きやすい環境と良好な景観を維持

し支援を行うことで、

内

新たな取引先や市場開

部

拓、販路 することがで

評

きた。

拡大に繋げるこ

価

とを目的とする。 ○展

【

示会、見本市等に自社

二

の製品や技術力に関す

次

る出

展を行う際の経費

】

（展示場の小間代、展

1

示小間の装飾

費、販売

頁

促進資料など）の一部

令

を助成し支援した。そ

和

の結果、受注の機会の

　

向上に繋がっている。

８

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

年

績及び予定

令和 7年

度

度　実績 令和 8年度

　

　予定

○工業団地等の

行

緑地及び公園の除草、

政

病害虫防除、支 ○工業

評

団地等の緑地及び公園

価

の除草、病害虫防除、

事

支

障木伐採、清掃業務

業

、調整池設備点検等の

別

実施 障木伐採、清掃業

シ

務、調整池設備点検等

ー

の実施

○各団地の組合

ト

等の団体(松川会、旭

実

豊会、横松原、 ○各団

計

地の組合等の団体(松

対

川会、旭豊会、横松原

象

、

インター組合等)と

評

の調整 インター組合等

価

)との調整

令和 9年

対

度　予定 令和10年度

象

　予定

令和11年度　



 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 17,782 22,219

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 7,081 7,114

一般財源 10,701 15,105

正規職員 0.8 0.8
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.3

正規職員 5

内

,762.4 5,76

部

2.4

人　員 会計年度

評

（フル） 0.0 0.0

価

コスト 会計年度（パー

【

ト） 940.8 705

二

.6

計 6,703.2

次

6,468.0

市民一

】

人当たりの経費 0.5

2

0.5

総額 24,48

頁

5.2 28,687.

指

0

（単位：千円）

令和

 

 7年度決算　事業費

標

の内訳

主な節 金額 内容

 

米子鉱山跡地　緑化維

名

持謝礼（米子区）30

算

、その他8
7節  報

　

償費 38

消耗品費22

　

9、燃料費41、光熱

式

水費455、修繕料1

単

09
10節 需用費 8

位

35

調整池設備点検4

年

84、事務機器保守点

　

検214、病害虫防除

　

286、除草等120

度

、
12節 委託費 5,

令

106
支障木伐採等1

和

,309、シルバー委

 

託（除草、清掃）2,

8

692

14節 工事請

年

負費 0

受注開拓事業補

度

助金789、商工業振

令

興対策事業補助金14

和

7、企業紹介等映像
1

 

8節 負担金補助及び

9

交付金 1,272
作成

年

支援事業補助金200

度

、その他136

土地借

令

上料6,880、通信

和

運搬費290、その他

1

3,361
その他 10

0

,531

年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 工業製品等の展示会に出展する受注開拓事業

算　　式 受注開拓事業補助金の交付件数（企業数） 単位 件

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 5 5 6 6 7
目 標 値

実 績

指標選定 企業動向調査において販路開拓を課題とする企業が多く、市内中小企業の技術力や新製品を出展していただく

の 理 由 ことで新たなビジネスチャンスに繋げることができるため。

最終年度 市のメールマガジンや工業団地組合の総会等でのPRにより、補助金を活用いただく件数の増加を目指す。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の



委

に結びついているか

工

託

業団地の環境整備は、

費

工業団地内の企業及び

1

従業員にとって快適に

4

事業を実施するにあた

節

り重要な事業であ

る。

 

また、工業団地周辺に

工

居住する住民にとって

事

も、安心して暮らすた

請

めには重要な対策であ

負

る。引き続き企
評  

費

 価
業が安心して操業

1

できるよう、また近隣

8

住民からの苦情がおき

節

ないよう努めていく必

 

要がある。
コメント

・

負

事業の成果は上がって

担

いるか

・目標に対する

金

達成度は十分か

有 効

補

 性 ・市民生活上の課

助

題解決に貢献している

及

か 有効

・行政内部の管

び

理上の課題解決に貢献

交

しているか

・事業の目

付

的が達成できるような

金

事業内容になっている

そ

か

周辺住民からの苦情

の

は減少している。また

他

企業からも対応に感謝

Ｃ

されている。

評   

Ｈ

価

コメント

・成果を落

Ｅ

とさずにコストを削減

Ｃ

する方法はあるか

効 

Ｋ

率 性 ・効率性向上に

個

努めているか 変わらな

別

い

・使用料などの受益

評

者負担や補助対象事業

価

の範囲など、財源確保

項

の余地はないか

修繕業

目

務、支障木伐採等は予

評

測できないことも多く

価

、また、昨今の燃料費

観

や原材料費、人件費の

点

増加は加速的

に推移し

評

ているため、ある程度

価

余裕を持った予算確保

内

が必要。
評   価

コ

容

メント

振り返り（決算

・

年度の取組み課題）

工

市

業団地の除草業務等に

民

ついて、シルバー人材

の

センターの人材不足、

生

燃料費や原材料費、人

命

件費の増加によりコス

・

トが増

大する傾向が生

財

じている。緑地のあり

産

方や、除草等の他事業

を

者への委託も含め、企

守

業が快適に事業を実施

る

できるよう取り

組んで

た

いく。

め市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

米子鉱山跡地　緑化維

令

持謝礼（米子区）30

和

、その他10
7節  

 

報償費 40

消耗品費3

8

39、燃料費60、光

年

熱水費451、修繕料

度

336
10節 需用費

当

1,186

調整池設備

初

点検561、事務機器

予

保守点検286、病害

算

虫防除128、除草等

　

120、
12節 委託

事

費 6,011
支障木伐

業

採等1,470、シル

費

バー委託（除草、清掃

の

）3,446

調整池水

内

路等浚渫工事1,38

訳

0
14節 工事請負費

主

1,380

受注開拓事

な

業補助金1,000、

節

商工業振興対策事業補

金

助金160、企業紹介

額

等映
18節 負担金補

内

助及び交付金 1,42

容

1
像作成支援事業補助

7

金100、その他16

節

1

土地借上料6,87

 

9、通信運搬費338

 

、その他4,964
そ

報

の他 12,181

ＣＨ

償

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

費

価観点 評価内容

・市民

1

の生命・財産を守るた

0

め市が実施することが

節

必要不可欠な事業であ

 

るか

・行政内部の管理

需

運営上必要な事業であ

用

るか

必 要 性 ・市が

費

主体となり実施すべき

1

事業か 普通

・法的な根

2

拠や公的関与の妥当性

節

はあるか

・目的は結果

 

（施策の目指す理想）



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

工業団地の緑地等除草、支障木剪定及び調整池点検等 引き続き工業団地の緑地等除草、支障木剪

内

定及び調整

の維持管理

部

は、周辺住民の環境整

評

備や安全対策のため 池

価

点検等の維持管理を進

【

める。

にも必要である

二

。 また、市内中小企業

次

の展示会等出展等の支

】

援も継続し

て行う。

外

4

部評価

次年度以降の方

頁

向性

外部評価コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

和12年度　予定

規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 髙瀬　英和

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3428

事務事業名 9953 産業連携事業

所　　属 150500 産業振興部・産業政策課

施　　策 06013000 強みを活かした持続的発展可能な産業の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 070102 商工費・商工費・商工業振興費
科目

事業 040000 産業連携事業

事業目的 事業概要・効果 

産業の連携により意欲のある企業の研究開発や販路拡 須坂市の産業構造を自律発展型産業構造へと変換して

大などの支援を積極的に行うことにより、産業の活性 いくため、産業コーディネート・アドバイス事業を実

化を図り、併せて産学官・産学・産産・産学官金の連 施し、意欲のある企業への積極的な支援により、産学

携による

内

新産業の創出を図る。

部

官金連携による新産業

評

創出や研究開発の推進

価

、提案公

募型の研究開

【

発事業の導入と既存補

二

助制度を活用した

支援

次

を行なった。

　202

】

0年度は「ものづくり

1

補助金」などの申請書

頁

作成

支援を行い、６件

令

が採択されるなどの成

和

果が出てきて

いる。

 

　

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

８

績及び予定

令和 7年

年

度　実績 令和 8年度

度

　予定

産業CO、AD

　

による設備導入、技術

行

開発のための「もの 産

政

業CO、ADによる設

評

備導入、技術開発のた

価

めの「もの

づくり補助

事

金」等の導入支援を行

業

う。須坂創成高校デ づ

別

くり補助金」等の導入

シ

支援を行う。須坂創成

ー

高校デ

ュアルシステム

ト

協力企業と連携し、就

実

業体験、企業実 ュアル

計

システム協力企業と連

対

携し、就業体験、企業

象

実

習の受入支援を行っ

評

た。 習の受入支援を行

価

う。

令和 9年度　予

対

定 令和10年度　予定

象

令和11年度　予定 令



員数

算　　式 各種研究会の会員数の合計 単位 社団体

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 190 200
目 標 値

実 績

指標選定 各種研究会への参加企業・団体等の増加は、課題の共有や新たな事業の開発などが活発化していることを反映

の 理 由 するものであり、研究会の活性度を測る指標として適当であるため選定した。

最終年度 地域内の企業や機関の多くが既に参画している現状を踏まえた数値

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令

内

和11年度 令和12年

部

度

目 標
目 標 値

実

評

 績

指標選定

の 理 

価

由

最終年度

目標の根拠

【

事業費 （単位：千円）

二

令和 7年度 令和 8

次

年度

決　　　算 予　　

】

　算

事業費 27,27

2

3 19,341

国庫支

頁

出金 5,285 0

特 

指

定 都道府県支出金 0 0

 

財 源 地方債 0 0

その

標

他 5,400 5,68

 

0

一般財源 16,58

名

8 13,661

正規職

算

員 1.9 1.0
人員数

　

会計年度（フル） 3.

　

8 2.6
（人）

会計年

式

度（パート） 0.0 0

単

.0

正規職員 13,6

位

85.7 7,203.

年

0

人　員 会計年度（フ

　

ル） 17,730.8

　

12,131.6

コス

度

ト 会計年度（パート）

令

0.0 0.0

計 31,

和

416.5 19,33

 

4.6

市民一人当たり

8

の経費 1.1 0.7

総

年

額 58,689.5 3

度

8,675.6

（単位

令

：千円）

令和 7年度

和

決算　事業費の内訳

主

 

な節 金額 内容

講師謝礼

9

160
7節  報償費

年

160

消耗品費81
1

度

0節 需用費 81

地域

令

研究開発促進支援事業

和

400、人流データ分

1

析業務2,640、中

0

小企業ＤＸ
12節 委

年

託費 10,881
推進

度

支援業務7,841、

令

14節 工事請負費 0

和

産業フェアIN信州負

1

担金1,543、新技

1

術・新製品開発事業1

年

,000、その他　
1

度

8節 負担金補助及び

令

交付金 2,939
39

和

6

産業コーディネータ

1

、アドバイザー報酬7

2

,736、旅費81、

年

農商工観共創支
その他

度

13,212
援貸付金

目

5,000、その他3

 

95

標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 提案公募型事業の導入件数

算　　式 国、県等の提案公募型事業の導入件数 単位 件

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 13 13 13 13 13
目 標 値

実 績

指標選定 地域活性化、企業の技術開発のための開発資金を国、県などの提案公募型事業、競争的資金などの外部資金を

の 理 由 有効的に活用することにより産業の活性化および企業の技術開発支援を行う。

最終年度 経済産業省、農林水産省の提案公募型事業の採択件数および企業向け技術開発等補助金「革新的ものづくり・

目標の根拠 商業・サービス開発支援補助金」等の申請書作成支援を行った結果の採択件数。

指 標 名 産学官金連携に係る各種研究会の会



委

が多く、新商品や新技

託

術の開

発を市が後押し

費

するとともに、企業同

1

士の協力関係を高める

4

必要がある。
評   

節

価

コメント

・事業の成

 

果は上がっているか

・

工

目標に対する達成度は

事

十分か

有 効 性 ・市

請

民生活上の課題解決に

負

貢献しているか 普通

・

費

行政内部の管理上の課

1

題解決に貢献している

8

か

・事業の目的が達成

節

できるような事業内容

 

になっているか

企業に

負

対する国、県の補助事

担

業の動向を注視し、よ

金

り有効性の高い支援に

補

注力するなど、製造業

助

をはじめとし

た産業活

及

性化につなげ、雇用の

び

確保や税収増に成果を

交

出せるよう引き続き努

付

めていく。
評   価

金

コメント

・成果を落と

そ

さずにコストを削減す

の

る方法はあるか

効 率

他

 性 ・効率性向上に努

Ｃ

めているか 変わらない

Ｈ

・使用料などの受益者

Ｅ

負担や補助対象事業の

Ｃ

範囲など、財源確保の

Ｋ

余地はないか

産業フェ

個

アin信州実行委員会

別

負担金が増加傾向にあ

評

り、今後の動向を注視

価

する。

産業コーディネ

項

ータ、アドバイザーの

目

役割分担や研究会等の

評

見直しを進め、より効

価

率的な支援のあり方を

観

検討
評   価

してい

点

く。
コメント

振り返り

評

（決算年度の取組み課

価

題）

人材不足や収益が

内

上がらない企業が増加

容

している中で、産業コ

・

ーディネータ、アドバ

市

イザーの担う役割は大

民

きい。

研究会会員以外

の

の企業の掘り起こしを

生

行うとともに、研究会

命

の見直しや産業コーデ

・

ィネータ、アドバイザ

財

ーの役割の明確

化を進

産

める。

市の組織改正も

を

行われたため、産業コ

守

ーディネータ、アドバ

る

イザーを含めた職員間

た

での企業情報・課題等

め

を共有し、課題

解決に

市

向けてより効果的な企

が

画立案に繋げるよう、

実

さらに連携を強化する

施

ことが重要である。

することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼100
7節 

令

 報償費 100

消耗品

和

費67
10節 需用費

 

67

地域研究開発促進

8

支援事業委託料600

年

、専門家派遣事業委託

度

料30
12節 委託費

当

630

14節 工事請

初

負費 0

産業フェアin

予

信州実行委員会負担金

算

1,543、新技術・

　

新製品開発事業補助
1

事

8節 負担金補助及び

業

交付金 4,155
金2

費

,000、研究開発等

の

特許化支援事業補助金

内

400、その他212

訳

　

産業コーディネータ

主

、アドバイザー報酬7

な

,248、旅費273

節

、農商工観共創支
その

金

他 14,389
援貸付

額

金5,000、人流デ

内

ータ分析システム使用

容

料1,320、その他

7

548

ＣＨＥＣＫ

個別

節

評価

項目 評価観点 評価

 

内容

・市民の生命・財

 

産を守るため市が実施

報

することが必要不可欠

償

な事業であるか

・行政

費

内部の管理運営上必要

1

な事業であるか

必 要

0

 性 ・市が主体となり

節

実施すべき事業か 高い

 

・法的な根拠や公的関

需

与の妥当性はあるか

・

用

目的は結果（施策の目

費

指す理想）に結びつい

1

ているか

産業アドバイ

2

ザー・コーディネータ

節

事業は重要な取組み。

 

須坂市内には中小企業



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

産業コーディネータ・アドバイザーや各種補助事業を 引き続き企業の研究開発や販路拡大など取

内

組を支援し

周知し、企

部

業の支援及び製造業の

評

人材確保を図る必要 て

価

いく。

がある。

各研究

【

会等の見直しによる効

二

率的な支援を行う必要

次

が

ある。

外部評価

次年

】

度以降の方向性

外部評

4

価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 北村　貴志

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3423

事務事業名 11714 企業立地推進事業

所　　属 150500 産業振興部・産業政策課

施　　策 06013000 強みを活かした持続的発展可能な産業の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 070102 商工費・商工費・商工業振興費
科目

事業 050000 企業立地推進事業

事業目的 事業概要・効果 

企業を誘致し、地域経済の活性化と雇用の創出を図る インター周辺開発に対し、庁内関係部署と連携を図り

ことで、市財政の健全化や定住人口の増加に繋げる。 ながら県及び関係省庁と農地調整等の課題解決を図り

、企業誘致に繋げた。また、特定地域の空き工場や、

工業系未利用地への企業誘致を推進し、税収の確

内

保と

雇用の創出につな

部

がるよう取り組んでい

評

る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

価

度実績及び予定

令和 

【

7年度　実績 令和 8

二

年度　予定

○市内特定

次

地域等の空き工場、工

】

業系未利用地の把握 ○

1

市内特定地域等の空き

頁

工場、工業系未利用地

令

の把握

に努め、立地希

和

望事業者の相談に応じ

　

た。 に努め、立地希望

８

事業者のニーズに対応

年

する。

○開発事業者の

度

提案を受け、企業の立

　

地希望を鑑みな ○企業

行

の立地希望を鑑みなが

政

ら、新たな産業用地の

評

開

がら新たな産業用地

価

の開発を検討し、開発

事

の支援を決 発について

業

制度面から支援する。

別

定した。

令和 9年度

シ

　予定 令和10年度　

ー

予定

令和11年度　予

ト

定 令和12年度　予定

実計対象 評価対象



標 値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 340,978 455,074

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 153,809 0

一般財源 187,169 455,074

正規職員 0.9 0.7
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パー

内

ト） 0.0 0.0

正規

部

職員 6,482.7 5

評

,042.1

人　員 会

価

計年度（フル） 0.0

【

0.0

コスト 会計年度

二

（パート） 0.0 0.

次

0

計 6,482.7 5

】

,042.1

市民一人

2

当たりの経費 6.6 8

頁

.8

総額 347,46

指

0.7 460,116

 

.1

（単位：千円）

令

標

和 7年度決算　事業

 

費の内訳

主な節 金額 内

名

容

7節  報償費 0

1

算

0節 需用費 0

12節

　

 委託費 0

14節 工

　

事請負費 0

企業立地振

式

興事業補助金340,

単

978
18節 負担金

位

補助及び交付金 340

年

,978

その他 0

　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 産業団地や工業系用途地域への累計立地企業数（用地取得・建物設置、空き工場）

算　　式 企業立地振興事業補助金などの累計交付件数 単位 件

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 10 20 24 28 30
目 標 値

実 績

指標選定 企業立地振興事業の補助金を交付することで、企業誘致の推進に繋がり、地域経済の活性化や雇用の創出を図

の 理 由 ることができるため。

最終年度 新たに開発した産業団地の立地状況や企業動向調査等の回答を参考に、市内企業の近況や見通しなどから目標

目標の根拠 を設定。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 



委

等に繫がり、将来の

財

託

源確保につながったと

費

考える。
評   価

コ

1

メント

・成果を落とさ

4

ずにコストを削減する

節

方法はあるか

効 率 

 

性 ・効率性向上に努め

工

ているか 変わらない

・

事

使用料などの受益者負

請

担や補助対象事業の範

負

囲など、財源確保の余

費

地はないか

空き工場、

1

土地情報の収集にあた

8

り、ホームページから

節

の情報提供を活用する

 

など効率化を検討して

負

いく。

評   価

コメ

担

ント

振り返り（決算年

金

度の取組み課題）

企業

補

にとって工場等の新設

助

、増設等には大きな負

及

担が生じる。今後、須

び

坂長野東インター周辺

交

の開発により大きな支

付

出が

見込まれるが、将

金

来の財源確保につなが

そ

る重要な事業であるこ

の

とから適切に対応、交

他

付していきたい。

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

企業立地振興

8

事業補助金455,0

年

74
18節 負担金補

度

助及び交付金 455,

当

074

その他 0

ＣＨＥ

初

ＣＫ

個別評価

項目 評価

予

観点 評価内容

・市民の

算

生命・財産を守るため

　

市が実施することが必

事

要不可欠な事業である

業

か

・行政内部の管理運

費

営上必要な事業である

の

か

必 要 性 ・市が主

内

体となり実施すべき事

訳

業か 高い

・法的な根拠

主

や公的関与の妥当性は

な

あるか

・目的は結果（

節

施策の目指す理想）に

金

結びついているか

企業

額

立地には多額の費用が

内

必要なため、その一部

容

を補助することで、工

7

場等の新設、増設等へ

節

の一助となり、

多大な

 

貢献をしている。 
評

 

   価

コメント

・事

報

業の成果は上がってい

償

るか

・目標に対する達

費

成度は十分か

有 効 

1

性 ・市民生活上の課題

0

解決に貢献しているか

節

有効

・行政内部の管理

 

上の課題解決に貢献し

需

ているか

・事業の目的

用

が達成できるような事

費

業内容になっているか

1

企業の立地、新設等に

2

伴い、補助金を適切に

節

交付した。これら補助

 

事業により工場の新設



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

企業誘致は、地域経済の活性化等に必要であることか 企業誘致は、地域経済の活性化等に必要で

内

あることか

ら、立地企

部

業への支援は引き続き

評

行っていく。 ら、立地

価

企業への支援は引き続

【

き行っていく。

外部評

二

価

次年度以降の方向性

次

外部評価コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 4175 勤労者研修センター管理事業

所　　属 150500 産業振興部・産業政策課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050101 労働費・労働諸費・勤労者研修センター費
科目

事業 010000 勤労者研修センター管理事業

事業目的 事業概要・効果 

勤労者に良好な研修活動の場を提供することにより福 　勤労者に研修活動の場を提供するため、「連合長野

祉の向上を図る。 高水地域協議会須高地区連合会」に指定管理者として

管理を委託し、より一層の利用者サービス向上に努め

た。

 効果として、指定管理を行うことで、利用者に寄り

添ったよ

内

り効率的で丁寧な施設

部

運営ができた。

ＰＬＡ

評

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

価

予定

令和 7年度　実

【

績 令和 8年度　予定

二

１指定管理委託 １指定

次

管理委託

２修繕の実施

】

２修繕の実施

３土地借

1

上　駐車場用地として

頁

墨坂神社から借上げ ３

令

土地借上　駐車場用地

和

として墨坂神社から借

　

上げ

４施設の貸出 ４

８

施設の貸出 

令和 9

年

年度　予定 令和10年

度

度　予定

令和11年度

　

　予定 令和12年度　

行

予定

政評価事業別シート

実計対象 評価対象



度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,032 4,025

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 36

一般財源 4,032 3,989

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート

内

） 0.0 0.0

正規職

部

員 720.3 720.

評

3

人　員 会計年度（フ

価

ル） 0.0 0.0

コス

【

ト 会計年度（パート）

二

0.0 0.0

計 720

次

.3 720.3

市民一

】

人当たりの経費 0.1

2

0.1

総額 4,752

頁

.3 4,745.3

（

指

単位：千円）

令和 7

 

年度決算　事業費の内

標

訳

主な節 金額 内容

7節

 

  報償費 0

修繕料　

名

108
10節 需用費

算

108

指定管理者委託

　

料　3,315
12節

　

 委託費 3,315

1

式

4節 工事請負費 0

1

単

8節 負担金補助及び

位

交付金 0

土地借上料（

年

墨坂神社北側）609

　

その他 609

　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 勤労者研修センターの利用者数

算　　式 施設の年間延利用者数 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
目 標 値

実 績

指標選定 勤労者への研修機会の提供という設置目的の達成度や、施設に対する需要を的確に把握するため、利用者数の

の 理 由 拡大がそのまま公共施設評価の向上に直結する指標であることから選定した。

最終年度 近況や見通しにより、コロナ禍前の利用者数である年間延利用者数10,000人を確保することを目標に設定した

目標の根拠 。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年



委

題解決に貢献している

託

か

・事業の目的が達成

費

できるような事業内容

1

になっているか

　指定

4

管理者による適正な維

節

持管理と丁寧な接遇が

 

、利用者からの良い評

工

価に繋がっている。年

事

間利用者数も

徐々にで

請

はあるが増加傾向にあ

負

ることから、本施設の

費

運営は有効に機能して

1

いる。
評   価

コメ

8

ント

・成果を落とさず

節

にコストを削減する方

 

法はあるか

効 率 性

負

・効率性向上に努めて

担

いるか やや向上

・使用

金

料などの受益者負担や

補

補助対象事業の範囲な

助

ど、財源確保の余地は

及

ないか

　指定管理者に

び

より運営することで、

交

直営時よりも効率的な

付

管理運営と経費削減を

金

実現している。202

そ

6年度よ

り使用料を改

の

定したことに伴い、使

他

用料の適正化が図られ

Ｃ

更なる歳入増加が見込

Ｈ

まれる。
評   価

　

Ｅ

また、2026年度よ

Ｃ

りスマートロックシス

Ｋ

テムを導入し、より一

個

層の効率的な運営が可

別

能となる。
コメント

振

評

り返り（決算年度の取

価

組み課題）

指定管理者

項

による適正な維持管理

目

を継続する。

施設利用

評

者の増加に向けた周知

価

を行う。

観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料　200
10節 需

和

用費 200

指定管理者

 

委託料　3315
12

8

節 委託費 3,215

年

14節 工事請負費 0

度

18節 負担金補助及

当

び交付金 0

土地借上料

初

　610
その他 610

予

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

算

目 評価観点 評価内容

・

　

市民の生命・財産を守

事

るため市が実施するこ

業

とが必要不可欠な事業

費

であるか

・行政内部の

の

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

訳

市が主体となり実施す

主

べき事業か 普通

・法的

な

な根拠や公的関与の妥

節

当性はあるか

・目的は

金

結果（施策の目指す理

額

想）に結びついている

内

か

　当該施設は、勤労

容

者に研修活動の場を提

7

供するという目的に基

節

づき、多くの勤労者団

 

体に利用され、勤労者

 

の福祉向上に寄与して

報

いる。また、地域の様

償

々な団体にも幅広く利

費

用されている。今後も

1

指定管理者による適
評

0

   価
正な管理運営

節

のもと、その機能を維

 

持していく必要がある

需

。
コメント

・事業の成

用

果は上がっているか

・

費

目標に対する達成度は

1

十分か

有 効 性 ・市

2

民生活上の課題解決に

節

貢献しているか 有効

・

 

行政内部の管理上の課



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

指定管理者による適正な維持管理を行う。 引き続き指定管理者による適正な維持管理を進める。

内

外部評価

次年度以降の

部

方向性

外部評価コメン

評

ト

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 4178 勤労者福祉事業

所　　属 150500 産業振興部・産業政策課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050102 労働費・労働諸費・労働諸費
科目

事業 020000 勤労者福祉事業

事業目的 事業概要・効果 

勤労者が生き生きと働き、安定した生活ができるよう 勤労者生活資金の融資斡旋及び利子補給、中小企業退

、福祉の向上を図る。労働条件・労働環境を正しく把 職金共済加入奨励補助、勤労者住宅建設資金融資利子

握し、勤労者福祉や雇用促進施策に反映させる。 補給等を実施し、勤労者福祉の増進を図った。

駅前自転車駐車場の管理につ

内

いて、関係機関と協力

部

・

連携をしながら整理

評

に努めた。

ＰＬＡＮ－

価

ＤＯ

年度実績及び予定

【

令和 7年度　実績 令

二

和 8年度　予定

１勤

次

労者生活資金の融資斡

】

旋及び利子補給、中小

1

企業 １勤労者生活資金

頁

の融資斡旋及び利子補

令

給、中小企業

退職金共

和

済加入奨励補助、勤労

　

者住宅建設資金融資利

８

退職金共済加入奨励補

年

助、勤労者住宅建設資

度

金融資利

子補給等の実

　

施、２駅前自転車駐車

行

場の管理、３須坂 子補

政

給等の実施、２駅前自

評

転車駐車場の管理、３

価

須坂

市勤労者互助会の

事

運営、４労働団体との

業

連絡調整 市勤労者互助

別

会の運営、４労働団体

シ

との連絡調整

令和 9

ー

年度　予定 令和10年

ト

度　予定

令和11年度

実

　予定 令和12年度　

計

予定

対象 評価対象



　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 128,418 110,625

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 120,000 100,000

一般財源 8,418 10

内

,625

正規職員 0.

部

3 0.1
人員数

会計年

評

度（フル） 0.0 0.

価

0
（人）

会計年度（パ

【

ート） 0.5 1.4

正

二

規職員 2,160.9

次

720.3

人　員 会計

】

年度（フル） 0.0 0

2

.0

コスト 会計年度（

頁

パート） 1,176.

指

0 3,292.8

計 3

 

,336.9 4,01

標

3.1

市民一人当たり

 

の経費 2.5 2.2

総

名

額 131,754.9

算

114,638.1

（

　

単位：千円）

令和 7

　

年度決算　事業費の内

式

訳

主な節 金額 内容

7節

単

  報償費 0

消耗品4

位

、光熱水費(電気料)

年

157、修繕料69
1

　

0節 需用費 230

自

　

転車駐車場管理委託3

度

08、シルバー人材セ

令

ンター委託361、そ

和

の他委託48
12節 

 

委託費 717

14節 

8

工事請負費 0

負担金5

年

、補助金3,670
1

度

8節 負担金補助及び

令

交付金 3,675

報酬

和

2,350、職員手当

 

等853、共済費54

9

4、役務費(郵便料等

年

)49、貸付金　1
そ

度

の他 123,796
2

令

0,000

和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 須坂市勤労者互助会の事業所数

算　　式 年度末の事業所数 単位 事業所

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 150 152 154 156 158
目 標 値

実 績

指標選定 須坂市の勤労者の多くは中小企業で働く者であり、労働条件や福利厚生の面で大企業と格差があることから、

の 理 由 中小企業の福利厚生を高め、福祉の向上につなげていただくため。

最終年度 会員事業所の高齢化に伴い、事業所数は年間５ずつ減少しています（2025年度末148事業所）。広報やメール

目標の根拠 マガジン等を活用し情報発信により認知度向上を図り減少に歯止めをかけ、事業所数増加を目指します。

指 標 名

算　　式 単位

年



委

ント

・事業の成果は上

託

がっているか

・目標に

費

対する達成度は十分か

1

有 効 性 ・市民生活

4

上の課題解決に貢献し

節

ているか 普通

・行政内

 

部の管理上の課題解決

工

に貢献しているか

・事

事

業の目的が達成できる

請

ような事業内容になっ

負

ているか

　中小企業退

費

職金共済加入奨励補助

1

金および勤労者住宅建

8

設資金融資利子補給金

節

の利用者数が増加し、

 

中小企

業従業員の福祉

負

増進に一定の成果を上

担

げている。一方で、勤

金

労者互助会の会員数は

補

減少傾向にあるため、

助

持続
評   価

可能な

及

会運営に向けて積極的

び

な会員確保に努める。

交

コメント

・成果を落と

付

さずにコストを削減す

金

る方法はあるか

効 率

そ

 性 ・効率性向上に努

の

めているか やや向上

・

他

使用料などの受益者負

Ｃ

担や補助対象事業の範

Ｈ

囲など、財源確保の余

Ｅ

地はないか

　預託金を

Ｃ

見直し、コスト削減を

Ｋ

実施した。

評   価

個

コメント

振り返り（決

別

算年度の取組み課題）

評

勤労者互助会の広報活

価

動、営業活動を実施し

項

会員確保に努める。

勤

目

労者資金融資について

評

は、利用者が減少傾向

価

であるため、多様化す

観

る勤労者のニーズを把

点

握し、不要なコストを

評

削減す

る検討も必要。

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品36、光熱水費(電

和

気料)198、修繕料

 

100
10節 需用費

8

334

自転車駐車場管

年

理委託372、放置自

度

転車処理運搬委託60

当

 、シルバー人材セ
1

初

2節 委託費 932
ン

予

ター委託500

14節

算

 工事請負費 0

会議出

　

席負担金5、各種補助

事

金5,300
18節 

業

負担金補助及び交付金

費

5,305

報酬2,4

の

99　職員手当等88

内

3、共済費607、役

訳

務費65、貸付金10

主

0,000
その他 10

な

4,054

ＣＨＥＣＫ

節

個別評価

項目 評価観点

金

評価内容

・市民の生命

額

・財産を守るため市が

内

実施することが必要不

容

可欠な事業であるか

・

7

行政内部の管理運営上

節

必要な事業であるか

必

 

 要 性 ・市が主体と

 

なり実施すべき事業か

報

高い

・法的な根拠や公

償

的関与の妥当性はある

費

か

・目的は結果（施策

1

の目指す理想）に結び

0

ついているか

　中小企

節

業等の勤労者の福祉増

 

進のために必要な事業

需

。

　自転車駐車場の清

用

掃及び放置自転車管理

費

を委託し、整理・清掃

1

管理が行き届き安全か

2

つ快適な駐車場環境を

節

評   価
維持・提供

 

する必要がある。
コメ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

勤労者互助会事業は、勤労者福祉の向上のために必要 勤労者福祉の向上のため、引き続き必要な

内

事業に取り

な事業であ

部

る。 組んで行く。

外部

評

評価

次年度以降の方向

価

性

外部評価コメント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 4179 雇用促進事業

所　　属 150500 産業振興部・産業政策課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050102 労働費・労働諸費・労働諸費
科目

事業 030000 雇用促進事業

事業目的 事業概要・効果 

充実した生活の実現を目的に、雇用の確保をするとと 須坂市就業支援センターの運営

もに、働く意欲を持つ市民が、知識や経験を活かし希 求職者を対象とした事業の実施

望する職業に就けることを支援する。 高校生を対象とした職業観を育むとともに地元愛を醸

成し、地元定着を図るための事業の実施

ＵＩＪターン就業・創業支援事業の実施

Ｐ

内

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

部

及び予定

令和 7年度

評

　実績 令和 8年度　

価

予定

１就業相談関連事

【

業、２職業観の早期醸

二

成支援事業、 １就業相

次

談関連事業、２職業観

】

の早期醸成支援事業、

1

、３企業ガイドブック

頁

の作成、４求人情報の

令

提供、５ 、３企業ガイ

和

ドブックの作成、４求

　

人情報の提供、５

地域

８

就職促奨学金返還支援

年

事業、６障害者雇用促

度

進奨 地域就職促奨学金

　

返還支援事業、６障害

行

者雇用促進奨

励金、７

政

ＵＩＪターン就業・創

評

業支援事業 励金

令和 

価

9年度　予定 令和10

事

年度　予定

令和11年

業

度　予定 令和12年度

別

　予定

シート

実計対象 評価対象



令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 19,591 6,031

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 10,500 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 9,091 6,031

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.9 0.5

正規職員 3,601.5 3,601.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パー

内

ト） 2,116.8 1

部

,176.0

計 5,7

評

18.3 4,777.

価

5

市民一人当たりの経

【

費 0.5 0.2

総額 2

二

5,309.3 10,

次

808.5

（単位：千

】

円）

令和 7年度決算

2

　事業費の内訳

主な節

頁

金額 内容

講師謝礼30

指

　
7節  報償費 30

 

消耗品23
10節 需

標

用費 23

12節 委託

 

費 0

14節 工事請負

名

費 0

安定協会負担金5

算

0、企業ｶﾞｲﾄﾞ1

　

00、長野地域若者就

　

職促進協議会負担金9

式

4
18節 負担金補助

単

及び交付金 15,38

位

4
5、出席負担金29

年

、UIJターン支援金

　

14200、奨学金返

　

還支援金60

報酬2,

度

547、職員手当等9

令

17、共済費615、

和

通信運搬費(郵便料）

 

28、使用料
その他 4

8

,154
及び賃借料4

年

7

度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 高校卒業時に正規職員として就職した人のうち、市内に就職した人の割合

算　　式 高校卒業時に市内に就職した人数÷就職した人数 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 32 34 36 38 40
目 標 値

実 績

指標選定 地元企業紹介事業等を通じて市内企業への理解を深め、市内就職へ繋げることを目的に設定。

の 理 由

最終年度 地元企業の魅力をＰＲすることで毎年２％ずつ上げていく

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度



委

度は十分か

有 効 性

託

・市民生活上の課題解

費

決に貢献しているか 普

1

通

・行政内部の管理上

4

の課題解決に貢献して

節

いるか

・事業の目的が

 

達成できるような事業

工

内容になっているか

　

事

ハローワークでは対応

請

できない就労者の個別

負

課題に対し、丁寧な相

費

談対応を行う受け皿と

1

して機能した。

　高校

8

生を対象とした職業観

節

を育む事業については

 

、企業のニーズに対応

負

した支援方法について

担

研究が必要で
評   

金

価
ある。

コメント

・成

補

果を落とさずにコスト

助

を削減する方法はある

及

か

効 率 性 ・効率性

び

向上に努めているか や

交

や向上

・使用料などの

付

受益者負担や補助対象

金

事業の範囲など、財源

そ

確保の余地はないか

　

の

ＵＩＪターン就業・創

他

業移住支援事業につい

Ｃ

ては、移住施策との一

Ｈ

体的かつ効果的な実施

Ｅ

に向け、2026年度

Ｃ

より所管替えをおこな

Ｋ

った。
評   価

　就

個

業相談については現在

別

減少傾向にあるため、

評

事業規模の適正化や見

価

直しを検討し事業の効

項

率化を図る必要
コメン

目

ト
がある。

振り返り（

評

決算年度の取組み課題

価

）

就業相談については

観

現在減少傾向にあるた

点

め、事業規模の適正化

評

や見直しを検討し事業

価

の効率化を図る必要が

内

ある。

容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼30
7節  

令

報償費 30

消耗品費3

和

0
10節 需用費 30

 

12節 委託費 0

14

8

節 工事請負費 0

安定

年

協会負担金50、企業

度

ｶﾞｲﾄﾞ作成100

当

、長野地域若者協議会

初

負担金945、
18節

予

 負担金補助及び交付

算

金 1,586
会議等出

　

席負担金31、障害者

事

雇用奨励金60、就職

業

奨学金補助金400

報

費

酬2,675、職員手

の

当等945、共済費6

内

60、旅費25、役務

訳

費50、使用料及び
そ

主

の他 4,385
賃借料

な

30

ＣＨＥＣＫ

個別評

節

価

項目 評価観点 評価内

金

容

・市民の生命・財産

額

を守るため市が実施す

内

ることが必要不可欠な

容

事業であるか

・行政内

7

部の管理運営上必要な

節

事業であるか

必 要 

 

性 ・市が主体となり実

 

施すべき事業か 高い

・

報

法的な根拠や公的関与

償

の妥当性はあるか

・目

費

的は結果（施策の目指

1

す理想）に結びついて

0

いるか

　高校生の職業

節

観の醸成及び、市内企

 

業への就業を支援する

需

ことにより、市内で若

用

者の担い手を増やすこ

費

とは

極めて重要であり

1

、必要性が高い。
評 

2

  価

コメント

・事業

節

の成果は上がっている

 

か

・目標に対する達成



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

須坂市就業支援センターでの就業相談は相談件数が少 須坂市就業支援センターのあり方を検討してい

内

く。

ない。

悩み相談等

部

は適正な相談窓口への

評

誘導が求められる。

高

価

校生の職業観の醸成は

【

、市内企業の就業につ

二

ながる

ため必要である

次

。

外部評価

次年度以降

】

の方向性

外部評価コメ

4

ント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

9年度　予定 令和10

規

年度　予定

令和11年

完

度　予定 令和12年度

了

　予定

事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3428

事務事業名 5584 産業人材育成事業

所　　属 150500 産業振興部・産業政策課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050102 労働費・労働諸費・労働諸費
科目

事業 040000 産業人材育成事業

事業目的 事業概要・効果 

次世代のものづくり産業を支える人材育成を行うため 産業振興の基礎となる人材育成に主眼をおき、産学官

に、各種講座の開催及び補助金等の支援を行う。 の連携をとりながら、在職者訓練や職業能力開発、子

どもたちにものづくりへの興味を持ってもらうことを

主眼に、各種講座を実施した。

受講者の要望や資格取得、スキルアップ

内

が図れる講座

の実施が

部

できるよう充実を図っ

評

た。

効果として、もの

価

づくり産業の将来を考

【

えたとき、地

域に「も

二

のづくり」ができる人

次

材を多く育てることが

】

必要であり、最先端の

1

機械も使う人によって

頁

成果が異

なる。機能を

令

引き出せる優秀な人材

和

の養成に結びつい

た。

　

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

８

績及び予定

令和 7年

年

度　実績 令和 8年度

度

　予定

１、産業人材育

　

成のための各種講習会

行

及び、独自講座 １、産

政

業人材育成のための各

評

種講習会及び、独自講

価

座

の開催　２、次世代

事

産業人材育成支援事業

業

補助金　３ の開催　２

別

、次世代産業人材育成

シ

支援事業補助金　３

、

ー

人材能力開発事業、人

ト

材育成支援事業　４、

実

須坂ア 、人材能力開発

計

事業、人材育成支援事

対

業　４、須坂ア

オハル

象

塾の実施　５、若手も

評

のづくり技能功労者表

価

彰 オハル塾の実施　５

対

、若手ものづくり技能

象

功労者表彰

　 　

令和 



和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 5,436 1,879

国庫支出金 2,077 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 84 320

一般財源 3,275 1,559

正規職員 1.0 0.8
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.5

正規職員 7,203.0 5,762.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 1,176

内

.0

計 7,438.2

部

6,938.4

市民一

評

人当たりの経費 0.2

価

0.2

総額 12,87

【

4.2 8,817.4

二

（単位：千円）

令和 

次

7年度決算　事業費の

】

内訳

主な節 金額 内容

講

2

師謝礼757
7節  

頁

報償費 757
 

消耗品

指

費186、燃料費60

 

、印刷製本費7
10節

標

 需用費 253

委託料

 

3,000
12節 委

名

託費 3,000

14節

算

 工事請負費 0

人材能

　

力開発9、人材育成5

　

0、技術情報センター

式

指定管理者自主事業補

単

助
18節 負担金補助

位

及び交付金 1,189

年

金1,130

旅費46

　

、使用料及び賃借料9

　

3、役務費90、その

度

他8
その他 237

 

令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 産業人材育成講座の参加者数

算　　式 各種講座への年間参加者数 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 170 180 190
目 標 値

実 績

指標選定 産業人材を育成するという目的の達成度及び、本事業に対する需要を的確に把握するため、講座の参加者数の

の 理 由 拡大が、多くの産業人材の育成に直結する重要な成果指標であることから選定した。

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令



委

小企業が多く、企業独

託

自で講座を開催するこ

費

とは難しいため、市が

1

中心となり実施してい

4

く必要が

ある。

・事業

節

の成果は上がっている

 

か

・目標に対する達成

工

度は十分か

有 効 性

事

・市民生活上の課題解

請

決に貢献しているか 普

負

通

・行政内部の管理上

費

の課題解決に貢献して

1

いるか

・事業の目的が

8

達成できるような事業

節

内容になっているか

　

 

企業のニーズを反映し

負

た講座内容や講師の精

担

査・見直しを推進する

金

必要がある。2026

補

年度からは一部の講師

助

を刷新したことで、参

及

加者数が増加するなど

び

の具体的な成果が見ら

交

れている。今後はさら

付

なる受講者数の拡大
評

金

   価
を図り、より

そ

効果的な講座運営をす

の

る。
コメント

　若手も

他

のづくり技能功労者表

Ｃ

彰の実施は、若手人材

Ｈ

の技能向上に対するモ

Ｅ

チベーションアップに

Ｃ

寄与し、一

定の有効性

Ｋ

を収めた。

・成果を落

個

とさずにコストを削減

別

する方法はあるか

効 

評

率 性 ・効率性向上に

価

努めているか 変わらな

項

い

・使用料などの受益

目

者負担や補助対象事業

評

の範囲など、財源確保

価

の余地はないか

講座内

観

容や参加費についても

点

見直しを図ることで、

評

受講者数の増加と事業

価

の効率的な運営を推進

内

する。

評   価

コメ

容

ント

振り返り（決算年

・

度の取組み課題）

企業

市

のニーズをお聞きし、

民

そのニーズに応じた人

の

材育成講座を展開して

生

いく必要がある。その

命

ため、既存の講座内容

・

や受

講料の設定につい

財

ても見直しをかける。

産

ターゲットとなる企業

を

のニーズにあった講座

守

を開催することで受講

る

者を増やし、

事業の効

た

率性を高めていくこと

め

が今後の課題である。

市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼977
7節 

令

 報償費 977
 

消耗

和

品費200、燃料費7

 

7、印刷製本費50
1

8

0節 需用費 327

参

年

考（繰越 職業観醸成

度

事業1,000 デジ

当

タル人材育成事業1,

初

500）
12節 委託

予

費 0

14節 工事請負

算

費 0

人材能力開発12

　

0、人材育成50、次

事

世代人材育成200
1

業

8節 負担金補助及び

費

交付金 370

旅費47

の

、役務費65、使用料

内

及び賃借料93
その他

訳

205

ＣＨＥＣＫ

個別

主

評価

項目 評価観点 評価

な

内容

・市民の生命・財

節

産を守るため市が実施

金

することが必要不可欠

額

な事業であるか

・行政

内

内部の管理運営上必要

容

な事業であるか

必 要

7

 性 ・市が主体となり

節

実施すべき事業か 高い

 

・法的な根拠や公的関

 

与の妥当性はあるか

・

報

目的は結果（施策の目

償

指す理想）に結びつい

費

ているか

　須坂市の基

1

幹産業である製造業へ

0

の関心が高まり「もの

節

づくり」ができる人材

 

を育成すること、また

需

在職者

訓練や職業能力

用

開発事業により、産業

費

人材だけでなく企業の

1

基盤である人材育成を

2

実施することは必要不

節

可欠
評   価

である

 

。
コメント

　市内は中



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

人材不足対策として、将来地元企業に就職に繋げるた 引き続き産業振興の基礎となる人材育成の

内

取組を進め

め、若年層

部

からの地元愛の醸成が

評

必要である。 ていく。

価

外部評価

次年度以降の

【

方向性

外部評価コメン

二

ト

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 6146 技術情報センター管理運営事業

所　　属 150500 産業振興部・産業政策課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050103 労働費・労働諸費・技術情報センター費
科目

事業 010000 技術情報センター管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

事業を廃止する。 平成27年度から指定管理者制度により、産業支援・人

材育成・行政情報の管理機能を有するセンターを適正

に管理運営し、利用者が快適に利用できる環境を整え

てきたが、2025年度で事業を廃止する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予

内

定

１指定管理者制度の

部

実施 施設廃止に伴う業

評

務

２施設の貸出

令和 

価

9年度　予定 令和10

【

年度　予定

令和11年

二

度　予定 令和12年度

次

　予定

】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 12,711 1,838

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 720.3 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 720.3 720.3

市民一人当たりの経費 0.3 0.0

総額 13,431.3 2,558.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

指定管理者委託料12,700
12節 委託費 12,700

14節 工事請負費 0

18節 負担金補

内

助及び交付金 0

手数料

部

11
その他 11

評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 12,711 1,838

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

廃止した。

2026年

託

度は施設譲渡に向け、

費

交付金の返還事務等、

1

財政課へ所管替えを行

4

う。
評   価

コメン

節

ト

・成果を落とさずに

 

コストを削減する方法

工

はあるか

効 率 性 ・

事

効率性向上に努めてい

請

るか やや向上

・使用料

負

などの受益者負担や補

費

助対象事業の範囲など

1

、財源確保の余地はな

8

いか

2025年度末で

節

指定管理は継続せず施

 

設を廃止した。

202

負

6年度は施設譲渡に向

担

け、交付金の返還事務

金

等、財政課へ所管替え

補

を行う。
評   価

コ

助

メント

振り返り（決算

及

年度の取組み課題）

施

び

設廃止に伴う所管替え

交

及び譲渡に向け、手続

付

きを滞りなく実施する

金

。

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

電気

令

料960、水道料50

和

、下水道使用料23
1

 

0節 需用費 1,03

8

3

12節 委託費 0

工

年

事請負費568
14節

度

 工事請負費 568

1

当

8節 負担金補助及び

初

交付金 0

役務費237

予

その他 237

ＣＨＥＣ

算

Ｋ

個別評価

項目 評価観

　

点 評価内容

・市民の生

事

命・財産を守るため市

業

が実施することが必要

費

不可欠な事業であるか

の

・行政内部の管理運営

内

上必要な事業であるか

訳

必 要 性 ・市が主体

主

となり実施すべき事業

な

か 高い

・法的な根拠や

節

公的関与の妥当性はあ

金

るか

・目的は結果（施

額

策の目指す理想）に結

内

びついているか

202

容

5年度末で指定管理は

7

継続せず施設を廃止し

節

た。

2026年度は施

 

設譲渡に向け、交付金

 

の返還事務等、財政課

報

へ所管替えを行う。
評

償

   価

コメント

・事

費

業の成果は上がってい

1

るか

・目標に対する達

0

成度は十分か

有 効 

節

性 ・市民生活上の課題

 

解決に貢献しているか

需

有効

・行政内部の管理

用

上の課題解決に貢献し

費

ているか

・事業の目的

1

が達成できるような事

2

業内容になっているか

節

2025年度末で指定

 

管理は継続せず施設を



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 統合・終了 次年度以降の方向性 統合・終了

総合評価コメント ２次評価コメント

2025年度末で指定管理は継続せず施設を廃止した。 2025年度末で指定管理は継続せず施設を廃止した。

202

内

6年度は施設譲渡に向

部

け、財政課へ所管替え

評

を行う 2026年度は

価

施設譲渡に向け、財政

【

課へ所管替えを行う

。

二

。

外部評価

次年度以降

次

の方向性

外部評価コメ

】

ント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


